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₁．事業概要について
　令和元年度補正・令和₂年度補正　ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（ものづ
くり補助金）は、今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用
拡大、賃上げ、インボイス導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新
的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支援する補助金です。
事業概要は下記の通りとなりますが、新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるために前向き
な投資を行う事業者に対して、補助率を引上げ、営業経費を補助対象とした「特別枠」（一般型）
を新たに設けました。

（₁）　一般型
　　中小企業者等が行う「革新的な製品・サービス開発」又は「生産プロセス・サービス提供方法

の改善」に必要な設備・システム投資等を支援します。

令和元年度補正・令和₂年度補正 ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金の概要と県内企業の成果事例

特集１

令和元年度補正・令和₂年度補正 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金の概要Ⅰ

※₁次締切・₂次締切までは「令和元年度補正 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」。₃次締切
より「令和元年度補正・令和₂年度補正 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」。

項　目 要　　件

補 助 金 額 100万円～1,000万円
＋50万円（特別枠の場合に限り、事業再開枠の上乗せが可能）

補 助 率 （通　常　枠）中小企業者₁/₂、小規模企業者・小規模事業者₂/₃
（特　別　枠）Ａ類型₂/₃、Ｂ・Ｃ類型₃/₄　※
（事業再開枠）定額（10/10、上限50万円）

設 備 投 資 単価50万円（税抜き）以上の設備投資が必要

補助対象経費 （通　常　枠）機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運
搬費、クラウドサービス利用費、原材料費、外注費、知的
財産権等関連経費

（特　別　枠）上記に加えて広告宣伝費・販売促進費
（事業再開枠）業種別ガイドラインに基づく感染防止対策費
　　　　　　【消毒費用、マスク費用、清掃費用、飛沫対策費用、換気費用、

その他衛生管理費用、ＰＲ費用】

※Ａ類型：サプライチェーンの毀損への対応
　　　　　　顧客への製品供給を継続するために必要な設備投資や製品開発を行うこと。
　Ｂ類型：非対面型ビジネスモデルへの転換
　　　　　　非対面・遠隔でサービスを提供するビジネスモデルへ転換するための設備・システ

ム投資を行うこと。
　Ｃ類型：テレワーク環境の整備
　　　　　　従業員がテレワークを実践できるような環境を整備すること。
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₂．これまでのものづくり補助金との違い
　中小企業庁では、平成24年度補正～平成30年度補正事業において、中小企業・小規模事業者が設
備投資等に活用できるものづくり補助金を実施してきましたが、令和元年度補正・令和₂年度補正
事業においては、主に以下の点が変更となりました。

（₁）　通年で₃ヶ月おきに公募
　　通年で公募し、複数の締切を設けて審査・採択を行います。申請事業者の予見可能性を高め、

十分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・補助事業を実施することが可能になります。

（₂）　事業実施期間が倍増しました
　　これまでは事業実施期日が決まっていましたが、今回から交付決定日から10ヶ月以内となりま

した。

（₃）　必要な添付書類が半分以下になりました
　　これまでは必須₆点の書類を含む最大16点の書類を添付することになっていましたが、今回か

ら必須書類₃点を含む最大₇点の書類の添付となります。

（₄）　手続きが100％電子化されました
　　従来は、書面での手続きとなっていましたが、今回からは電子申請システムからの受付のみと

なります。

（₂）　ビジネスモデル構築型
　　民間企業が主体となって、30者以上の中小企業に対して①革新性、②拡張性、③持続性を有す

る、ビジネスモデル構築・事業計画策定のための支援プログラムを開発・提供することについて
補助します。

項　目 要　　件

補 助 要 件 ・中小企業30者以上に対して、以下を満たす₃～₅年の事業計画の策定支
援プログラムを開発・提供すること。
　　①　付加価値額　　＋₃％以上／年
　　②　給与支給総額　＋1．5％以上／年
　　③　事業場内最低賃金≧地域別最低賃金＋30円
・補助事業終了後₁年で、支援先企業の80％以上が事業計画を実行できる
プログラム内容であること。

補 助 上 限 ₁億円（下限100万円）

補 助 率 定額（10/10補助）

補助対象経費 人件費、機械装置・システム構築費（備品費）、旅費、謝金、会議費、消
耗品費、広報費、運搬費、クラウドサービス利用費、知的財産権関連経費、
外注費

（₁）（₂）のほか、「グローバル展開型」があります。
詳細は「ものづくり補助金総合サイト」（http://portal.monodukuri-hojo.jp）をご確認ください。
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（₅）　対象経費を明確化しました
　　機械装置等について、中古の設備も対象となりました。
　　（※中古市場において広く流通しているものに限ります。）

（₆）　賃上げ要件の追加
　　賃金引上げ要件は加点項目でしたが、今回から賃金引上げ計画を従業員に表明したことを示す

書類の提出が必須となりました。

（₇）　ルーキーの申請者を優遇
　　過去に交付決定を受けた事業者について減点します。

（₈）　新型コロナウイルス感染症対応の特別枠と事業再開枠を創設しました
　　１．にて前記のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者については「特別枠」

にて申請することができます。
　　特別枠は補助率のアップ、対象経費の拡充のほか、「事業再開枠」50万円（10/10補助）の上乗

せが可能となります。

（₉）　収益納付を免除
　　充分な賃上げを行った事業者については、収益納付が免除されます。

　「平成24年度補正ものづくり中小企業・小規
模事業者試作開発等支援補助金」では186事業
者、「平成25年度補正中小企業・小規模事業者
ものづくり・商業・サービス革新事業」では
241事業者、「平成26年度補正ものづくり・商業・
サービス革新補助金」では217事業者、「平成27
年度補正ものづくり・商業・サービス新展開支
援補助金」では122事業者、「平成28年度補正革
新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助
金」では82事業者、「平成29年度補正ものづく
り・商業・サービス経営力向上支援補助金」で
は205事業者（203件）が事業に取り組まれまし
た。
　本会では、平成24年度補正～平成29年度補正
ものづくり補助金の地域事務局として昨年10
月に、補助事業の成果事例を広く周知するため
成果事例集を制作しました。この成果事例集よ
り次の₆事業者の取組みを抜粋してご紹介し
ます。

平成24年度補正～29年度補正事業ものづくり補助金 県内企業の成果事例Ⅱ
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～ 掲 載 事 例 ～

（₁）　株式会社三幸�  （平成24年度補正事業）

　 　　「金型の射出成形トライを自社で実施
　　　　　 量産立ち上げまでの工期短縮」	 ₆

（₂）　株式会社キレイサービス フォーアスマイル�（平成25年度補正事業）

　 　　「アレルギーでも使えるオーガニック
　　　　　 多用途洗剤を開発」	 ₈

（₃）　株式会社五郎丸屋�  （平成26年度補正事業）

　 　　「より複雑な形状の商品化に成功　既存の枠組みに
　　　　　 とらわれないアイデアで新商品を生み出す」	 10

（₄）　株式会社広上製作所� （平成27年度補正事業）

　 　　「クラウド型生産管理システムで顧客と
　　　　　 工程・進捗管理状況を共有化」 	 12

（₅）有限会社シマタニ昇龍工房� （平成28年度補正事業）

　 　　「伝統的な鍛金技術と錫を組み合わせ製品化
　　　　　「すずがみ」の新たな可能性を広げる」	 14

（₆）株式会社黒崎鮮魚� （平成29年度補正事業）

　 　　「ライブカメラで売り場を常時配信
　　　　　 ネットで注文、遠方の顧客開拓へ」	 16



― 6 ―

成果事例

1
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成果事例

2
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成果事例
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成果事例
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成果事例
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成果事例

6
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（事業主の方へ）

Ⅰ　雇用関係助成金のご案内

特集₂

　雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の両立支援、従業員の能力向上などに、ぜひ、ご活用
ください。

受給対象となる事業主（事業主団体を含む）

支 給 申 請 期 間

中小企業事業主等の範囲

◦雇用保険適用事業所の事業主
◦期間内に申請を行う事業主
◦支給のための審査に協力する事業主

◦助成金の支給申請期間は、原則申請が可能となった日から₂か月以内です。

実際に助成金を受給するためには、各助成金の個別の要件も満たす必要があります。

審査への協力の具体例
・審査に必要な書類を整備・保管する。
・都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢 ･ 障

害 ･ 求職者雇用支援機構から書類の提出を求めら
れたら応じる。

・都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢 ･ 障害
･ 求職者雇用支援機構の実地調査に応じる。

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下

ま
た
は

50人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下
卸売業 １億円以下 100人以下
その他の業種 ３億円以下 300人以下

◦雇用関係助成金における「中小企業事業主」の範囲は、以下のとおりです。

◦ただし、以下の助成金については、範囲が異なります。

※医療法人などで資本金・出資金を有している事業主についても、上記の表の「資本金の額・出資の総額」
または「常時雇用する労働者の数」により判定します。

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
ゴム製品製造業※ ３億円以下

ま
た
は

900人以下
ソフトウェア業または
情報処理サービス業 ３億円以下 300人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下
※自動車・航空機用のタイヤ、チューブ製造業や工業用ベルト製造業を除く。

〈人材確保等支援助成金（中小企業団体助成コース）〉
　上記の表に加えて、以下の表の「資本金の額・出資の総額」か「常時雇用する労働者の数」
のいずれかを満たす企業等も「中小企業者」に該当

〈特定求職者雇用開発助成金（障害者初回雇用コース）、両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）〉
　業種や資本金の額・出資の総額にかかわらず、常時雇用する労働者の数が300人以下
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生産性要件について

　労働関係助成金は、助成金を申請する事業所が、次の方法で計算した「生産性要件」を満た
している場合に、助成の割増等を行います。

（₁）　助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、
　　・その₃年度前（※₁）に比べて₆％以上伸びていること	 または、
　　・その₃年度前（※₁）に比べて₁％以上（₆％未満）伸びていること（※₂）

雇用関係助成金に関するお問い合わせ先

都道府県労働局、公共職業安定所（ハローワーク）、
（独）高齢 ･ 障害 ･ 求職者雇用支援機構 都道府県支部高齢 ･ 障害者業務課等

　　・なお、ここでいう「人件費」は、従業員の給与や退職金等であり、役員報酬等は含めません。
　　・また、「生産性要件」の算定の対象となった期間中に、事業主都合による離職者を発生

させていないことが必要です。

（₂）　「生産性」は、次の計算式によって計算します。

※₁　₃年度前の初日に雇用保険適用事業主であることが必要です。また、会計期間の変更などにより、会計年度が₁年
未満の期間がある場合は、当該期間を除いて₃年度前に遡って算定を行います。

※₂　この場合、金融機関から一定の「事業性評価」を得ていること（一部の助成金を除く）。
　　☞　「事業性評価」とは、都道府県労働局が、助成金を申請する事業主の承諾を得た上で、事業の見立て（市場での

成長性、競争優位性、事業特性及び経営資源・強み等）を与信取引等のある金融機関に照会し、その回答を参考に、
割増支給等の判断を行うものです。

　　　　なお、「与信取引」とは、金融機関から借入を受けている場合の他に、借入残高がなくとも、借入限度額（借入
の際の設定上限金額）が設定されている場合等も該当します。

（注）人材確保等支援助成金（設備改善等支援コース）は上記の取扱いと異なります。

※₃　付加価値とは、企業の場合、営業利益＋人件費＋減価償却費
＋動産・不動産賃借料＋租税公課、の式で算定され、直近の会
計年度もその₃年度前もプラスであることが必要です。

　　　なお、企業会計基準を用いることができない事業所について
は、厚生労働省のホームページを参照いただくか管轄の都道府
県労働局にお問い合わせください。

生産性
付加価値（※₃）
雇用保険被保険者数

＝

詳しくは厚生労働省HP「事業主の方のための雇用関係助成金」をご参照ください
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/

過去に「雇用調整助成金」等の助成金を受給した事業主の皆さまへ
　毎月勤労統計調査の事案による再計算により、過去に「雇用調整助成金」等の助成金を受給
した事業主で追加支給の対象になる方に「お知らせ」の送付、お申し出の受付を行っています。
・　平成23年度から平成30年度に受給し、労働局で追加支給の対象となることが確認できた事

業主の方に対し、「お知らせ」を送付しています。
・　平成16年度から平成22年度に受給し、一定の要件に該当する場合に、追加支給の対象とな

る可能性がありますので、当時受給していたことを確認できる書類をお持ちの場合は、関係
書類とともにお申し出をお願いします。必要な書類等、詳細についてはホームページをご覧
ください。https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00036.html

　▶毎月勤労統計調査に係る雇用・労災保険等の追加給付等に関するホームページ
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雇 用 関 係 助 成 金 一 覧
※　助成金の財源は事業主拠出の雇用保険二事業です。★は障害者雇用納付金制度、☆は財源の一部が一般会計の助成金です。◆は、

生産性要件（一部成長性要件）を付与する助成金です。生産性要件を満たす場合の助成額は〈　〉で記載しています。ただし、人材
確保等支援助成金（設備改善等支援コース）において生産性の向上を達成した場合の助成額は〔　〕で記載しています。

※　記載されている内容は概要です。

（問い合わせ先）
富山労働局 職業対策課 助成金センター� TEL 076-432-9162

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 富山支部�TEL 0766-26-1881Ａ．雇用維持関係の助成金

Ｂ．再就職支援関係の助成金

１雇用調整助成金 	 【労働局】

　景気の変動、産業構造の変化などの経済上の理由により事業活動
の縮小を余儀なくされた場合（※₁）に、休業、教育訓練、または
出向（※₂）によって、その雇用する労働者の雇用の維持を図る事
業主に対して助成

（※₁）　売上高または生産量などの事業活動を示す指標の最近₃か月間の月
平均値が、前年同期に比べ10％以上減少していること等

（※₂）　₃か月以上₁年以内の出向に限る

【休業・教育訓練の場合】
　休業手当等の一部助成₂/₃（中小企業以外₁/₂）
　教育訓練を行った場合は、教育訓練費を₁人₁日あたり1,200円加算
【出向の場合】
　出向元事業主の負担額の一部助成₂/₃
　（中小企業以外₁/₂）

₂労働移動支援助成金 【労働局】

₂−Ⅰ　再就職支援コース

　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者等に対して、
再就職を実現するための支援を民間の職業紹介事業者に委託等して
行う事業主（再就職が実現した場合に限る）に対して助成

【再就職支援】
　委託費用の₁/₂（中小企業以外₁/₄）
　支給対象者45歳以上　委託費用の₂/₃（中小企業以外₁/₃）
　
　特例区分（※）に該当する場合、
　　委託費用の₂/₃（中小企業以外₁/₃）
　　支給対象者45歳以上　委託費用の₄/₅（中小企業以外₂/₅）
　　（₁人あたり上限60万円）

　訓練を委託した場合、訓練実施に係る費用の₂/₃（上限30万円）
　グループワークを委託した場合、₃回以上実施で1万円を加算

【休暇付与支援】
　日額8,000円（中小企業以外5,000円）を支給（上限180日分）
　離職後₁か月以内に再就職を実現した場合、₁人あたり10万円を加算

【職業訓練実施支援】
　教育訓練施設等に訓練を直接委託した場合、訓練実施に係る費用の₂/₃
　（上限30万円）

（※）　職業紹介事業者との間の委託契約が一定基準に合致し、かつ、対象者
が実際に良質な雇用に再就職した場合

₂−Ⅱ　早期雇入れ支援コース◆

　事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされた労働者等を離職日
の翌日から₃か月以内に雇い入れた事業主に対して助成

【早期雇入れ支援】（₁年度₁事業所あたり500人上限）（注）
　通常助成　　　　　₁人あたり30万円
　優遇助成（※₁）　　₁人あたり80万円
　　　（雇入れから₆か月経過後に40万円、さらに₆か月経過後に40万円）
　優遇助成（賃金上昇区分）（※₂）₁人あたり100万円
　　　（雇入れから₆か月経過後に40万円、さらに₆か月経過後に60万円）

【人材育成支援（※₃）】
　通常助成　OJT訓練実施助成 800円 / 時
　　　　　　Off-JT賃金助成　　900円/時＋訓練経費助成（上限30万円）

　優遇助成（※₁）　OJT訓練実施助成　900円 / 時
　　　　　　　　　Off-JT 賃金助成　1,000円 / 時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＋訓練経費助成（上限40万円）

　優遇助成（賃金上昇区分）（※₂）　OJT訓練実施助成　1,000円 / 時
　　　　　　　　　　　　　　　　Off-JT 賃金助成	 1,100円 / 時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＋訓練経費助成（上限50万円）

（※₁）　成長性に係る一定の基準に合致する事業所の事業主が、事業再編等
を行う事業所から離職者を雇い入れた場合

（※₂）　優遇助成の要件を満たす事業所の事業主が、対象者の採用₁年後に
賃金アップした場合

（※₃）　早期雇入れ支援の対象者に対して、職業訓練を実施した場合に上乗
せとして支給

（注）【早期雇入れ支援】の「優遇助成」及び「優遇助成（賃金上昇
区分）」の支給額は、令和₃年₁月₁日以降に雇い入れられた
方については以下の通りとなります。

　　優遇助成	 １人あたり40万円
　　優遇助成（賃金上昇区分）	 １人あたり60万円
　　　（雇入れから₆か月経過後に40万円、さらに₆か月経過後に20万円）
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Ｃ． 転職・再就職拡大支援関係の助成金

Ｄ．雇入れ関係の助成金

₃中途採用等支援助成金	 【労働局】

₃−Ⅰ中途採用拡大コース◆

　中途採用者の雇用管理制度を整備した上で中途採用者の採用を拡
大（①中途採用率の拡大または②45歳以上の方を初めて採用）させ
た事業主に対して助成

【中途採用拡大助成】
　①の場合　50万円（※₁）または70万円（※₂）
　　　　　　計画期間前の中途採用率が0％の場合、上記額に10万円を上乗せ
　②の場合　60万円または70万円（※₃）

（※₁）　中途採用率を20ポイント以上向上させた場合
（※₂）　中途採用率を40ポイント以上向上させた場合
（※₃）　60歳以上の対象者を初採用した場合は70万円を支給
【生産性向上助成（※₄）】
　①の場合〈25万円〉
　②の場合〈30万円〉

（※₄）　中途採用拡大に取り組む際に提出した中途採用計画の開始日の前年
度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を満たしていた場合（伸び
率が₆％以上のみ）に支給

₃−Ⅱ　UIJ ターンコース

東京圏からの移住者（※）を雇い入れた事業主に対してその採用活
動に要した経費の一部を助成
※地方創生推進交付金を活用して地方公共団体が実施する移住支援事業を利

用した UIJ ターン者に限る

助成対象経費に₁/₃（中小企業は₁/₂）を乗じた額（上限100万円）

₃−Ⅲ　生涯現役起業支援コース◆

　中高年齢者（40歳以上）が起業によって自らの就業機会の創出を
図るとともに、事業運営のために必要となる労働者の雇入れ（※₁）
を行う際に要した、雇用創出措置（※₂）に対して助成

（※₁）　60歳以上の者を₁名以上、40歳以上60歳未満の者を₂名以上、また
は40歳未満の者を₃名以上（40歳以上60歳未満の者を₁名雇い入れる
場合は40歳未満の者を₂名以上）

（※₂）　対象労働者の雇入れにあたり、事業主が行うべき措置であって、募
集及び採用並びに教育訓練に関するもの

【雇用創出措置助成】
　起業者が60歳以上の場合　　助成率　₂/₃　助成額の上限　200万円
　起業者が40歳～59歳の場合　助成率　₁/₂　助成額の上限　150万円

【生産性向上助成（※）】
〈上記により助成された額の25％の額〉
（※）　雇用創出措置に係る計画書を提出した年度から₃年度経過後に申請

し、生産性要件を満たしていた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

₄特定求職者雇用開発助成金	 【労働局】

₄−Ⅰ特定就職困難者コース☆

　高年齢者（60歳以上65歳未満）や障害者などの就職が特に困難な
者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、
継続して雇用する労働者として雇い入れた（※）事業主に対して助成

（※）　雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労働者の年齢が65歳以上
に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して2年以上
であることが確実と認められること

【高年齢者（60～64歳）、母子家庭の母等】
　₁人あたり60万円（中小企業以外50万円）
　短時間労働者（※）は40万円（中小企業以外30万円）
【身体・知的障害者（重度以外）】
　₁人あたり120万円（中小企業以外50万円）
　短時間労働者（※）は80万円（中小企業以外30万円）
【身体・知的障害者（重度または45歳以上）、精神障害者】
　₁人あたり240万円（中小企業以外100万円）
　短時間労働者（※）は80万円（中小企業以外30万円）

（※）１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の者（以下同じ）

₄−Ⅱ　生涯現役コース

　65歳以上の離職者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者
等の紹介により、₁年以上継続して雇用する労働者として雇い入れ
た（※）事業主に対して助成

（※）　雇用保険の高年齢被保険者として雇い入れ、₁年以上継続して雇用す
ることが確実であると認められること

₁人あたり70万円（中小企業以外60万円）

短時間労働者は50万円（中小企業以外40万円）

₄−Ⅲ　被災者雇用開発コース

　東日本大震災の被災地域における被災離職者等を、ハローワーク
または民間の職業紹介事業者等の紹介により、₁年以上継続して雇
用されることが見込まれる労働者として雇い入れた（※）事業主に
対して助成

（※）　雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、₁年以上継続して雇用する
ことが見込まれること

₁人あたり60万円（中小企業以外50万円）

短時間労働者は40万円（中小企業以外30万円）

₄−Ⅳ　発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース

発達障害者または難治性疾患患者を、ハローワークまたは民間の職
業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い
入れた（※）事業主に対して助成

（※）　雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労働者の年齢が65歳以上
に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して2年以上
であることが確実と認められること

₁人あたり120万円（中小企業以外50万円）

短時間労働者は80万円（中小企業以外30万円）

₄−Ⅴ　障害者初回雇用コース

　障害者雇用の経験のない中小企業（※₁）が、ハローワークまた
は民間の職業紹介事業者等の紹介により、雇用率制度の対象となる
障害者を初めて雇用し、法定雇用率を達成する場合（※₂）に助成

（※₁）　障害者の雇用義務制度の対象となる労働者数45．5～300人の中小企業
（※₂）　₁人目の対象労働者を雇い入れた日の翌日から起算して₃か月後ま

での間に、雇い入れた対象労働者の数が障害者雇用促進法第４３条第₁項
に規定する法定雇用障害者数以上となって、法定雇用率を達成すること

₁企業あたり120万円
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₄−Ⅵ　就職氷河期世代安定雇用実現コース

　いわゆる就職氷河期に正規雇用の機会を逃したこと等により、十
分なキャリア形成がなされず、正規雇用に就くことが困難な者（※）
を正規雇用労働者（短時間労働者を除く）として雇い入れた事業主
に対して助成

（※）　次のいずれにも該当する者
　①　雇入れ日現在の満年齢が35歳以上55歳未満の者
　②　雇入れ日前直近₅年間に正規雇用労働者として雇用された期間を通算

した期間が₁年以下であり、雇入れの日の前日から起算して過去₁年間
に正規雇用労働者として雇用されたことがない者

　③　紹介日時点で失業状態の者または非正規雇用労働者かつ、「ハローワー
クや職業紹介事業者等において、個別支援等の就労に向けた支援を受け
ている者」

　④　正規雇用労働者として雇用されることを希望している者

₁人あたり60万円（中小企業以外50万円）

₄−Ⅶ　生活保護受給者等雇用開発コース

　地方公共団体からハローワークに対し就労支援の要請がなされた
生活保護受給者等を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等
の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れた（※）事
業主に対して助成

（※）　雇用保険一般被保険者として雇い入れ、対象労働者の年齢が65歳以上
に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して₂年以上
であることが確実と認められること

₁人あたり60万円（中小企業以外50万円）

短時間労働者は40万円（中小企業以外30万円）

₅　トライアル雇用助成金 【労働局】

₅−Ⅰ　一般トライアルコース

　職業経験、技能、知識の不足等から安定的な就職が困難な求職者
（※）を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、
一定期間試行雇用する事業主に対して助成

（※）　次の①～⑤のいずれかに該当する者
　①　₂年以内に₂回以上離職または転職を繰り返している者
　②　離職している期間が₁年を超えている者
　③　妊娠、出産または育児を理由として離職した者で、安定した職業に就

いていない期間が₁年を超えているもの
　④　フリーターやニート等で55歳未満の者
　⑤　就職支援に当たって特別の配慮を要する以下の者
　　　生活保護受給者、母子家庭の母等、父子家庭の父、日雇労働者、季節

労働者、中国残留邦人等永住帰国者、ホームレス、住居喪失不安定就労者、
生活困窮者

₁人あたり月額最大₄万円（最長₃か月間）

対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
月額最大₅万円（最長₃か月間）

若者雇用促進法に基づく認定事業主が
35歳未満の対象者に対しトライアル雇用を実施する場合
月額最大₅万円（最長₃か月間）

₅−Ⅱ　障害者トライアルコース

　就職が困難な障害者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業
者等の紹介により、一定期間試行雇用を行う事業主に対して助成

【精神障害者の場合】
　・助成期間：最長₆か月
　・助 成 額：雇入れから₃か月間　→₁人あたり月額最大₈万円
　・助 成 額：雇入れから₄か月以降→₁人あたり月額最大₄万円
【上記以外の場合】
　・助成期間：最長₃か月
　・助 成 額：₁人あたり月額最大₄万円

₅−Ⅲ　障害者短時間トライアルコース

　直ちに週20時間以上勤務することが難しい精神障害者および発達
障害者の求職者について、₃か月から１２か月の期間をかけながら20
時間以上の就業を目指して試行雇用を行う事業主に対して助成

₁人あたり月額最大₄万円（最長12か月間）

₅−Ⅳ　若年・女性建設労働者トライアルコース

　若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として一定期間
試行雇用し、トライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害
者トライアルコース）の支給を受けた中小建設事業主に対して助成

₁人あたり月額最大₄万円（最長₃か月間）

₆　地域雇用開発助成金 【労働局】

₆−Ⅰ地域雇用開発コース◆

　同意雇用開発促進地域、過疎等雇用改善地域または特定有人国境
離島地域等などにおいて、事業所の設置・整備あるいは創業に伴い、
地域求職者等の雇入れを行った事業主に対して助成

事業所の設置・整備費用と対象労働者の増加数等に応じて
48～760万円〈60～960万円〉を支給（最大₃年間（₃回）支給）
創業の場合、₁回目の支給において支給額の同額を上乗せ
中小企業の場合、₁回目の支給において支給額の₁/₂相当額を上乗
せ

₆−Ⅱ沖縄若年者雇用促進コース

　沖縄県内において、事業所の設置・整備に伴い、沖縄県内居住の
35歳未満の若年求職者の雇入れを行った事業主に対して助成

支払った賃金に相当する額の₁/₃（中小企業以外₁/₄）
助成対象期間は１年間（定着状況が特に優良な場合は₂年間）
定着状況が特に優良な場合の₂年目の助成額
支払った賃金に相当する額の１/₂（中小企業以外₁/₃）
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Ｅ．雇用環境の整備関係等の助成金

₇　障害者雇用安定助成金 【労働局】

₇−Ⅰ　障害者職場定着支援コース

　障害特性に応じた雇用管理・雇用形態の見直しや柔軟な働き方の
工夫等の措置（※₁～₇）を講じる事業主に対して助成

（※₁）　柔軟な時間管理・休暇取得
　　　労働時間の調整や通院または入院のための特別な有給休暇の付与を継

続的に講じる

（※₂）　短時間労働者の勤務時間延長
　　　週の所定労働時間を延長する

（※₃）　正規・無期転換
　　　有期契約労働者を正規雇用労働者または無期雇用労働者に、無期雇用

労働者を正規雇用労働者に転換する

（※₄）　職場支援員の配置
　　　業務に必要な援助や指導を行う職場支援員を配置する

（※₅）　職場復帰支援
　　　職場復帰のために必要な職場適応の措置（①勤務時間の調整や通院の

ための有給休暇の付与等、②新たな職務の開発や職種転換等）を行い、
中途障害者を職場復帰させる

（※₆）　中高年障害者への雇用継続支援
　　　中高年障害者に対して必要な職場適応（新たな職務の開発や職種転換

等）の措置を行う

（※₇）　社内理解の促進
　　　障害者の支援に関する知識等を習得させるための講習を雇用する労働

者に受講させる

①　柔軟な時間管理・休暇取得
　　１人あたり₈万円（中小企業以外₆万円）
②　短時間労働者の勤務時間延長（週の所定労働時間の延長）
　【身体・知的障害者（重度）、精神障害者】
　　20未満→30以上　　　　₁人あたり54万円（中小企業以外40万円）
　　20未満→20以上30未満　１人あたり27万円（中小企業以外20万円）
　　20以上30未満→30以上　₁人あたり27万円（中小企業以外20万円）
　【上記以外の障害者】
　　20未満→30以上　　　　₁人あたり40万円（中小企業以外30万円）
　　20未満→20以上30未満　₁人あたり20万円（中小企業以外15万円）
　　20以上30未満→30以上　₁人あたり20万円（中小企業以外15万円）
③　正規・無期転換
　【身体・知的障害者（重度）、精神障害者】
　　有期→正規　₁人あたり120万円（中小企業以外90万円）
　　有期→無期　₁人あたり60万円（中小企業以外45万円）
　　無期→正規　₁人あたり60万円（中小企業以外45万円）
　【上記以外の障害者】
　　有期→正規　₁人あたり90万円（中小企業以外67.5万円）
　　有期→無期　₁人あたり45万円（中小企業以外33万円）
　　無期→正規　₁人あたり45万円（中小企業以外33万円）
④　職場支援員の配置
　【職場支援員を雇用契約または業務委託契約により配置】
　　₁人あたり月額₄万円（中小企業以外月額₃万円）
　　短時間労働者は、月額₂万円（中小企業以外月額1.5万円）
　【職場支援員を委嘱契約により配置】
　　委嘱による支援₁回あたり₁万円
　　　※助成対象期間は、₂年間（精神障害者は₃年間）が上限
　　　※職場支援員１人が支援する対象労働者の数は₃人を上限
⑤　職場復帰支援
　₁人あたり月額₆万円（中小企業以外月額4.5万円）
　さらに、職種転換等に伴い、新たな職務の遂行に必要となる基本的な知識・
技術を習得するための講習を実施した場合に、要した経費に応じて助成

　₅万円以上～10万円未満　１事業所あたり₃万円（中小企業以外₂万円）
　10万円以上～20万円未満　₁事業所あたり₆万円（中小企業以外4.5万円）
　20万円以上　　　　　　　₁事業所あたり12万円（中小企業以外₉万円）
　※助成対象期間は、₁年間が上限
⑥　中高年障害者への雇用継続支援
　₁人あたり70万円（中小企業以外50万円）
　さらに、職種転換等に伴い、新たな職務の遂行に必要となる基本的な知識・
技術を習得するための講習を実施した場合に、要した経費に応じて助成

　₅万円以上～10万円未満　₁事業所あたり₃万円（中小企業以外₂万円）
　10万円以上～20万円未満　₁事業所あたり₆万円（中小企業以外4.5万円）
　20万円以上　　　　　　　₁事業所あたり12万円（中小企業以外₉万円）
⑦　社内理解の促進
　講習に要した費用に応じて助成
　₅万円以上～10万円未満　₁事業所あたり₃万円（中小企業以外₂万円）
　10万円以上～20万円未満　₁事業所あたり₆万円（中小企業以外4.5万円）
　20万円以上　　　　　　　₁事業所あたり12万円（中小企業以外₉万円）

₇−Ⅱ　障害者職場適応援助コース

　職場適応援助者（※）による援助を必要とする障害者のために、
職場適応援助者による支援を実施する事業主に対して助成

（※）　ジョブコーチとも呼ばれ、障害者、事業主および当該障害者の家族に
対して障害者の職場適応に関するきめ細かな支援をする者

【職場適応援助者による支援】
　①　訪問型職場適応援助者
　　₁日の支援時間が₄時間以上（精神障害者は₃時間以上）の日　1.6万円
　　1日の支援時間が₄時間未満（精神障害者は₃時間未満）の日　8,000円
　　※助成対象期間は、₁年₈か月（精神障害者は₂年₈か月）が上限
　②　企業在籍型職場適応援助者
　〈精神障害者の支援〉
　　₁人あたり月額１２万円（中小企業以外月額₉万円）
　　短時間労働者は、月額₆万円（中小企業以外月額₅万円）
　〈精神障害者以外の支援〉
　　₁人あたり月額₈万円（中小企業以外月額₆万円）
　　短時間労働者は、月額₄万円（中小企業以外月額₃万円）
　　※助成対象期間は、₆か月が上限
【職場適応援助者養成研修】
　職場適応援助者養成研修の受講料の₁/₂

₈　障害者作業施設設置等助成金★ 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】

　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者のために、その障害者
の障害特性による就労上の課題を克服する作業施設等の設置・整備
を行う事業主に対して助成

支給対象費用の₂/₃

₉　障害者福祉施設設置等助成金★ 【(独 ) 高齢・障害・求職者雇用支援機構】
　継続して雇用する障害者のために、その障害者の福祉の増進を図るための
福祉施設等の設置・整備を行う事業主または当該事業主が加入している事業
主団体に対して助成

支給対象費用の₁/₃
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10　障害者介助等助成金★ 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】

　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の雇用管理のために、必要な介
助者等を配置または委嘱する事業主に対して助成

【職場介助者の配置または委嘱】支給対象費用の₃/₄
【職場介助者の配置または委嘱の継続措置】支給対象費用の₂/₃
【手話通訳、要約筆記等の担当者の委嘱】
　　　　　　　　　　　　　　　　　委嘱₁回あたりの費用の₃/₄
【障害者相談窓口担当者の配置等】
　・担当者の増配置　担当者₁人あたり月額₈万円
　・増配置した担当者が合理的配慮に係る相談業務以外にも従事　

担当者₁人あたり月額₁万円
　・研修の受講
　　　（受講費）：障害者専門機関等に支払った額の₂/₃
　　　（賃　金）：担当者₁人あたり₁時間につき７００円
　・障害者専門機関等への委嘱：対象経費の₂/₃

11　重度障害者等通勤対策助成金★ 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】

　雇い入れるまたは継続して雇用する障害者のために、その障害者
の障害特性に応じ通勤を容易にするための措置を行う事業主に対し
て助成

支給対象費用の₃/₄

12　重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金★ 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】

　重度障害者を多数継続して雇用（※）し、これらの障害者のため
に事業施設等の整備等を行う事業主に対して助成

（※）　重度障害者を₁年を超えて10人以上継続して雇用し、継続して雇用し
ている労働者数に占める重度障害者の割合が20％以上であること

支給対象費用の₂/₃（特例の場合₃/₄）

13　人材確保等支援助成金 【労働局】

13−Ⅰ　雇用管理制度助成コース◆

　雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メ
ンター制度、短時間正社員制度）の導入を通じて従業員の離職率の
低下に取り組む事業主に対して助成

【目標達成助成】　57万円〈72万円〉

13−Ⅱ　介護福祉機器助成コース◆

　介護労働者の身体的負担を軽減するため新たな介護福祉機器の導
入等を通じて従業員の離職率の低下に取り組む介護事業主に対して
助成

【機器導入助成】　支給対象費用の25％（上限150万円）
【目標達成助成】　支給対象費用の20％〈35％〉（上限150万円）

13−Ⅲ　介護・保育労働者雇用管理制度助成コース◆

　賃金制度の整備を通じて従業員の離職率の低下に取り組む介護・
保育事業主に対して助成

【制度整備助成】　50万円
【目標達成助成】　第₁回：57万円〈72万円〉
【目標達成助成】　第₂回：85.5万円〈108万円〉

13−Ⅳ　中小企業団体助成コース

　都道府県知事に改善計画の認定を受けた事業主団体であって、そ
の構成員である中小企業の人材確保や従業員の職場定着を支援する
ための事業を行う事業主団体に対して助成

事業の実施に要した支給対象経費の₂/₃
　大規模認定組合等（構成中小企業者数500以上）	 上限1,000万円
　中規模認定組合等（同100以上500未満）	 上限　800万円
　小規模認定組合等（同100未満）	 上限　600万円

13−Ⅴ　人事評価改善等助成コース◆

　生産性向上に資する能力評価を含む人事評価制度を整備し、定期
昇給等のみによらない賃金制度を設けることを通じて生産性向上、
賃金アップと離職率低下を図る場合に助成

【制度整備助成（※₁）】　50万円
（※₁）　生産性向上に資する人事評価制度及び賃金制度を整備し、賃金アッ

プを実施した場合に支給
【目標達成助成（※₂）】　〈80万円〉
（※₂）　人事評価制度等整備計画の認定申請時から₃年経過後に申請し、生

産性要件を満たす（伸び率が₆％以上の場合のみ）とともに、賃金アッ
プと離職率低下を実現した場合に支給

13−Ⅵ　設備改善等支援コース◆

　生産性向上に資する設備等を導入することにより、雇用管理改善
（賃金アップ等）と生産性向上を図る事業主に対して助成
※計画期間はＡ又はＢのいずれかを選択
Ａ≪雇用管理改善計画期間₁年タイプ≫
　①【計画達成助成】
　　　　計画の開始から₁年後に、雇用管理改善を達成した場合に一定額を助成
　②【上乗せ助成】
　　　　計画の開始から₃年後に、生産性向上、雇用管理改善を達成した場

合に一定額を助成
Ｂ≪雇用管理改善計画期間₃年タイプ≫
　　計画の開始から一定期間経過後に計画開始前と比べて、生産性向上、雇

用管理改善を達成した場合に一定額を助成
　①　【計画達成助成（₁回目）】…計画の開始から₁年後
　②　【計画達成助成（₂回目）】…計画の開始から₂年後
　③　【目標達成時助成】	…計画の開始から₃年後

A≪雇用管理改善計画期間₁年≫
　・設備導入費用175万円以上1,000万円未満（※）
　　①50万円、②〔80万円〕

B≪雇用管理改善計画期間₃年≫
　・設備導入費用240万円以上5,000万円未満（※）
　　①〔50万円〕、②〔50万円〕、③〔80万円〕
　・設備導入費用5,000万円以上₁億円未満
　　①〔50万円〕、②〔75万円〕、③〔100万円〕
　・設備導入費用₁億円以上
　　①〔100万円〕、②〔150万円〕、③〔200万円〕

（※）設備導入費用5,000万円未満は、中小企業のみが対象

13−Ⅶ  働き方改革支援コース◆

　働き方改革に取り組む上で、人材を確保することが必要な中小企
業が、新たに労働者を雇い入れ、一定の雇用管理改善を図る場合に
助成

（※）　働き方改革に取り組むとは、働き方改革推進支援助成金（労働時間短
縮・年休促進支援コース、勤務間インターバル導入コース）の支給を受
けた中小企業のこと

【計画達成助成（※₁）】（10名までの人員増を上限）
　・雇い入れた労働者１人あたり60万円
　　（短時間労働者の場合40万円）

（※₁）　新たに労働者を雇い入れ、一定の雇用管理改善を達成した場合に支給
【目標達成助成（※₂）】（10名までの人員増を上限）
　・生産性要件を満たした場合、追加的に労働者₁人あたり〈15万円〉
　　（短時間労働者の場合は〈10万円〉）

（※₂）　雇用管理改善計画の開始日から₃年経過以降に申請し、生産性要件
を満たす （伸び率が₆％以上の場合のみ）とともに、離職率の目標を
達成した場合に支給
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13−Ⅷ　雇用管理制度助成コース（建設分野）◆

　①人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の支給を受
けた上で本助成コースが定める若年者及び女性の入職率に係る目標
を達成した中小建設事業主、②雇用する登録基幹技能者等の賃金テー
ブル又は手当を増額改定した中小建設事業主に対して助成

①の場合
　第₁回：57万円〈72万円〉 
　第₂回：85.5万円〈108万円〉
②の場合
　₁人あたり年額6.65万円〈8.4万円〉 又は3.32万円〈4.2万円〉（最長₃年間）

13−Ⅸ　若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）◆

　①若年および女性労働者の入職や定着を図ることを目的とした事
業を行った建設事業主または建設事業主団体、②建設工事における
作業についての訓練を推進する活動を行った広域的職業訓練を実施
する職業訓練法人に対して助成

①の場合
【建設事業主】
　（中小建設事業主）支給対象経費の₃/₅〈₃/₄〉
　（中小建設事業主以外の建設事業主）支給対象経費の₉/２０〈₃/₅〉
　※　雇用管理研修等を受講させた場合、₁人あたり日額7,600円〈9,600円〉

加算（最長₆日間）
【建設事業主団体】
　（中小建設事業主団体）支給対象経費の₂/₃
　（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）支給対象経費の₁/₂
②の場合
　支給対象経費の₂/₃

13−Ⅹ　作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）◆

　①被災三県に所在する作業員宿舎、作業員施設、賃貸住宅を賃借  
した中小建設事業主、②自ら施工管理する建設工事現場に女性専用
作業員施設を賃借した中小元方建設事業主、③認定訓練の実施に必
要な施設や設備の設置又は整備を行った広域的職業訓練を実施する
職業訓練法人に対して助成

①の場合
　支給対象経費の₂/₃
②の場合
　支給対象経費の₃/₅〈₃/₄〉
③の場合
　支給対象経費の₁/₂

13−Ⅺ　外国人労働者就労環境整備助成コース◆

　外国人特有の事情に配慮した就労環境の整備（就業規則等の多言
語化など）を通じて、外国人労働者の職場定着に取り組む事業主に
対して助成

【目標達成助成】支給対象経費の₁/₂〈₂/₃〉（上限57万円〈72万円〉）

14　通年雇用助成金 【労働局】

　北海道、東北地方等の積雪または寒冷の度が特に高い地域におい
て、冬期間に離職を余儀なくされる季節労働者を通年雇用した事業
主に対して助成

【事業所内就業、事業所外就業】支払った賃金の₂/₃（第₁回目）
　　　　　　　　　　　　　　 支払った賃金の₁/₂（第₂～₃回目）
【休　　業】休業手当と賃金の₁/₂（第₁回目）、₁/₃（第₂回目）
【業務転換】支払った賃金の₁/₃
【訓　　練】支給対象経費の₁/₂（季節的業務）、₂/₃（季節的業務以外）
【新分野進出】 支給対象経費の₁/10
【季節トライアル雇用】  支払った賃金の₁/₂（減額あり）

15　65歳超雇用推進助成金 【（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構】

15−Ⅰ  65歳超継続雇用促進コース

　65歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対
象とする66歳以上の継続雇用制度の導入のいずれかの措置を実施し
た事業主に対して助成

　措置の内容や定年等の年齢の引上げ幅、60歳以上の雇用保険被保
険者数に応じ て支給
【①65歳への定年の引上げ】	 10～150万円
【②66歳以上への定年の引上げ】	 15～160万円
【③定年の定めの廃止】	 20～160万円
【④希望者全員を66歳～69歳の年齢まで継続雇用する制度導入】
	 ₅～ 80万円
【⑤希望者全員を70歳以上の年齢まで継続雇用する制度導入】
	 10～100万円
　※　定年引上げと継続雇用制度の導入を合わせて実施した場合、支給額は

いずれか高い額

15−Ⅱ  高年齢者評価制度等雇用管理改善コース◆

　高年齢者の雇用環境整備の措置（※）を実施する事業主に対して
助成
　※　高年齢者の雇用機会を増大するための雇用管理制度の見直しまたは導

入及び健康診断を実施するための制度の導入

支給対象経費（その経費が50万円を超える場合は50万円）の60％〈75％〉
（中小企業以外45％〈60％〉）

　※　１事業主につき最初の支給に限っては、50万円の経費を要したものと
みなします

　※　生産性要件を満たした場合の助成については、生産性の伸び率が₁％
以上（₆％未満） である場合の金融機関への事業性評価の対象外となっ
ています

15−Ⅲ  高年齢者無期雇用転換コース◆

　50歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用に転換し
た事業主に対して助成

₁人あたり48万円〈60万円〉（中小企業以外は38万円〈48万円〉）
　※　生産性要件を満たした場合の助成については、生産性の伸び率が₁％

以上（₆％未満） である場合の金融機関への事業性評価の対象外となっ
ています
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16  キャリアアップ助成金	 【労働局】
16−Ⅰ　正社員化コース◆

　有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換または直接雇用した
事業主に対して助成

①　【有期→正規】₁人あたり57万円〈72万円〉
（中小企業以外42.75万円〈54万円〉）

②　【有期→無期】₁人あたり28.5万円〈36万円〉
（中小企業以外21.375万円〈27万円〉）

③　【無期→正規】₁人あたり28.5万円〈36万円〉
	 （中小企業以外21.375万円〈27万円〉）
　※    正規雇用労働者には「多様な正社員（勤務地・職務限定正社員、短時間正

社員）」を含む
　※   派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者として直接雇用する場合
　　　①③₁人あたり28.5万円〈36万円〉（中小企業以外も同額）加算
　※  支給対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合
　　　若者雇用促進法に基づく認定事業主における対象者が35歳未満の場合
　　　₁人あたり①9.5万円〈12万円〉（中小企業以外も同額）加算
　　　②③4.75万円〈₆万円〉（中小企業以外も同額）加算
　※  勤務地・職務限定正社員制度を新たに規定した場合
　　　①③₁事業所あたり9.5万円〈12万円〉（中小企業以外7.125万円〈₉万円〉）加算

16−Ⅱ　賃金規定等改定コース◆

　有期雇用労働者等の賃金規定等を増額改定（※）し、昇給させた
事業主に対して助成

（※）　賃金規定等を₂％以上増額改定

【すべての有期雇用労働者等の賃金規定等を増額改定した場合】
①【₁～₃人】₁事業所あたり9.5万円〈12万円〉（中小企業以外7.125万円〈₉万円〉）
②【₄～₆人】₁事業所あたり19万円〈24万円〉（中小企業以外14.25万円〈18万円〉）
③【₇～10人】₁事業所あたり28.5万円〈36万円〉（中小企業以外19万円〈24万円〉）
④【11～100人】１人あたり2.85万円〈3.6万円〉（中小企業以外1.9万円〈2.4万円〉）
【一部の賃金規定等を増額改定した場合】
①【₁～₃人】１事業所あたり4.75万円〈₆万円〉（中小企業以外3.325万円〈4.2万円〉）
②【₄～₆人】₁事業所あたり9.5万円〈12万円〉（中小企業以外7.125万円〈₉万円〉）
③【₇～10人】１事業所あたり14.25万円〈18万円〉（中小企業以外9.5万円〈12万円〉）
④【11～100人】₁人あたり1.425万円〈1.8万円〉（中小企業以外9,500円〈1.2万円〉）
　※　中小企業において₃％以上₅％未満増額改定を行った場合
　　・すべての賃金規定等改定　１人あたり1.425万円〈1.8万円〉加算
　　・一部の賃金規定等改定　　₁人あたり7,600円〈9,600円〉加算
　※　中小企業において５％以上増額改定を行った場合
　　・すべての賃金規定等改定　₁人あたり2.375万円〈₃万円〉加算
　　・一部の賃金規定等改定　　₁人あたり1.235万円〈1.56万円〉加算
　※　職務評価を活用して増額改定を行った場合
　　₁事業所あたり19万円〈24万円〉（14.25万円〈18万円〉）加算

16−Ⅲ　健康診断制度コース◆
　有期雇用労働者等を対象とする法定外の健康診断制度を新たに規
定・実施（※）した事業主に対して助成

（※）　有期雇用労働者等に対して延べ₄人以上に実施
₁事業所あたり38万円〈48万円〉（中小企業以外28.5万円〈36万円〉）

16−Ⅳ　賃金規定等共通化コース◆

　有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共通の賃金規定等を新たに
規定・適用した事業主に対して助成

１事業所あたり57万円〈72万円〉（中小企業以外42.75万円〈54万円〉）
　※　対象となる有期雇用労働者等が₂人以上の場合、₂人目から₁人あた

り₂万円〈2．4万円〉（中小企業以外1．5万円〈1．8万円〉）加算

16−Ⅴ　諸手当制度共通化コース◆

　有期雇用労働者等と正規雇用労働者との共通の諸手当制度を新たに
規定・適用した事業主に対して助成

₁事業所あたり38万円〈48万円〉（中小企業以外28.5万円〈36万円〉）
　※　対象となる有期雇用労働者等が₂人以上の場合、₂人目から₁人あた

り1．5万円〈1．8万円〉（中小企業以外1.2万円〈中小企業以外1．4万円〉）加算
　※　対象となる諸手当制度を同時に₂つ以上新たに規定・適用した場合、

₂つ目以降の手当１つにつき、16万円〈19．2万円〉（中小企業以外12万
円〈14．4万円〉）加算

16−Ⅵ　選択的適用拡大導入時処遇改善コース◆

　労使合意に基づく社会保険の適用拡大の措置の導入に伴い、その
雇用する有期雇用労働者等について、働き方の意向を適切に把握し、
被用者保険の適用と働き方の見直しに反映させるための取組を実施
し、当該措置により新たに被保険者とした事業主に対して助成
※　当該有期雇用労働者等の基本給を増額した場合等に助成額を加算

【選択的適用拡大の導入に伴い、有期雇用労働者等の働き方の意向を
適切に把握し、 被用者保険の適用と働き方の見直しに反映させるため
の取組を実施し、かつ新たに被保険者とした場合】
₁事業所当たり19万円〈24万円〉（14.25万円〈18万円〉）
賃金引上げ割合に応じて、₁人あたり
　₂％以上：1.9万円〈2.4万円〉（中小企業以外1.425万円〈1.8万円〉）加算
　₃％以上：2.9万円〈3.6万円〉（中小企業以外2.2万円〈2.7万円〉）加算
　₅％以上：4.7万円〈₆万円〉（中小企業以外3.6万円〈4.5万円〉）加算
　₇％以上：6.6万円〈8.3万円〉（中小企業以外₅万円〈6.3万円〉）加算
　10％以上：9.4万円〈11.9万円〉（中小企業以外7.1万円〈8.9万円〉）加算
　14％以上：13.2万円〈16.6万円〉（中小企業以外9.9万円〈12.5万円〉）加算
　※　有期雇用労働者等の生産性の向上を図るための取組（研修制度や評価

の仕組みの導入）を行った場合、10万円（中小企業以外〈7．5万円〉）加算

16−Ⅶ　短時間労働者労働時間延長コース◆

　短時間労働者の週所定労働時間を延長するとともに、処遇の改善を
図り、新たに被保険者とした事業主に対して助成

【週所定労働時間を₅時間以上延長し、かつ新たに被保険者とした場合】
　₁人あたり22.5万円〈28.4万円〉（中小企業以外16.9万円〈21.3万円〉）
【労働者の手取り収入が減少しないように週所定労働時間を₁時間以
上₅時間未満延長し、かつ新たに被保険者とした場合】
　₁時間以上₂時間未満   ₁人あたり4.5万円〈5.7万円〉

（中小企業以外3.4万円〈4.3万円〉）
　₂時間以上₃時間未満   ₁人あたり₉万円〈11.4万円〉

（中小企業以外6.8万円〈8.6万円〉）
　₃時間以上₄時間未満   ₁人あたり13.5万円〈17万円〉
	 （中小企業以外10.1万円〈12.8万円〉）
　₄時間以上₅時間未満   ₁人あたり18万円〈22.7万円〉
	 （中小企業以外13.5万円〈17万円〉）
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Ｆ．仕事と家庭の両立支援関係等の助成金

17　両立支援等助成金	 【労働局】
17−Ⅰ　出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）◆

　男性労働者が育児休業や育児目的休暇を取得しやすい職場風土作
りに取り組み、子の出生後₈週間以内に開始する育児休業を取得し
た男性労働者が生じた事業主及び育児目的休暇を導入し男性労働者
の利用者が生じた事業主に対して助成

①　育児休業
【₁人目の育休取得】28.5万円〈36万円〉（中小企業57万円〈72万円〉）
　※₁企業₁人まで支給
【₂人目以降の育休取得】
　a　14日以上₁か月未満	 14.25万円〈18万円〉
　b　₁か月以上₂か月未満	 23.75万円〈30万円〉
　c　₂か月以上	 33.25万円〈42万円〉
（中小企業）
　a　₅日以上14日未満	 14.25万円〈18万円〉
　b　14日以上₁か月未満	 23.75万円〈30万円〉
　c　₁か月以上	 33.25万円〈42万円〉
　※　₁企業あたり₁年度１0人まで（ただし₁人目の育休取得について受給

している場合、当該年度の₂人目以降の支給は₉人まで）
　※　対象労働者の育休取得前に個別面談等、育休取得を後押しする取組を

実施した場合、以下の金額を加算。
　【₁人目】　　　₅万円〈６万円〉（中小企業10万円〈12万円〉）
　【₂人目以降】　2.5万円〈３万円〉（中小企業５万円〈６万円〉）

②　育児目的休暇
　14.25万円〈18万円〉（中小企業28.5万円〈36万円〉）
　※₁企業₁回まで支給

17−Ⅱ　介護離職防止支援コース◆

　介護支援プランを策定し、プランに基づき労働者の円滑な介護休
業の取得・職場復帰に取り組み、介護休業を取得した労働者が生じ
た中小企業事業主、又は仕事と介護との両立に資する制度（介護両
立支援制度）の利用者が生じた中小企業事業主に対して助成

①　介護休業
　【休業取得時】28.5万円〈36万円〉
　【職場復帰時】28.5万円〈36万円〉

②　介護両立支援制度28.5万円〈36万円〉
　※それぞれ、₁企業あたり₁年度₅人まで支給

17−Ⅲ　育児休業等支援コース◆

　育休復帰支援プランを策定し、プランに基づき労働者の円滑な育
児休業の取得・職場復帰に取り組み、育児休業を取得した労働者が
生じた中小企業事業主に対して助成

　育児休業取得者の代替要員を確保するとともに、育児休業取得者
を原職復帰させた中小企業事業主に対して助成

　育児休業から復帰後の支援として、法を上回る子の看護休暇制度
や保育サービス費用補助制度を導入し、労働者に利用させた中小企
業事業主に対して助成

①　育休取得時　28.5万円〈36万円〉
②　職場復帰時　28.5万円〈36万円〉
　※　業務代替労働者への職場支援等の取組をした場合、②の金額に19万円

〈24万円〉加算
　※　₁企業あたり雇用期間の定めのない労働者₁人、有期雇用労働者₁人

の計₂人まで支給
③　代替要員確保時　47.5万円〈60万円〉
　※　育児休業取得者が有期雇用労働者の場合、9.5万円〈12万円〉加算
　※　₁企業あたり₁年度10人まで5年間支給
④　職場復帰後支援
　【子の看護休暇制度】
　　・制度導入時　28.5万円〈36万円〉
　　・制度利用時　取得した休暇時間に1，000円〈1，200円〉を乗じた額
　【保育サービス費用補助制度】
　　・制度導入時　28.5万円〈36万円〉
　　・制度利用時　事業主が負担した費用の₃分の₂の額
　※　制度導入時の助成は「子の看護休暇制度」「保育サービス費用補助制度」

いずれかについて、₁企業あたり₁回まで支給
　※　制度利用時の助成は₁企業₁年度あたり「子の看護休暇制度」は200

時間〈240時間〉、「保育サービス費用補助制度」は20万円〈24万円〉ま
で支給

17−Ⅳ　再雇用者評価処遇コース（カムバック支援助成金）◆

　妊娠、出産、育児、介護、配偶者の転勤又は転居を伴う転職を理
由とした退職者について、退職前の勤務を評価する再雇用制度を周
知し、再雇用した事業主に対して助成

【再雇用者₁人目】
　継続雇用₆か月後　14.25万円〈18万円〉（中小企業19万円〈24万円〉）
　継続雇用₁年後　　14.25万円〈18万円〉（中小企業19万円〈24万円〉）
【再雇用者₂～₅人目】
　継続雇用₆か月後　9.5万円〈12万円〉（中小企業14.25万円〈18万円〉）
　継続雇用₁年後　　9.5万円〈12万円〉（中小企業14.25万円〈18万円〉）

17−Ⅴ　女性活躍加速化コース◆
　常時雇用する労働者が300人以下の中小企業事業主が、女性活躍推
進法に基づき、自社の女性の活躍に関する「数値目標」、数値目標の
達成に向けた「取組目標」を盛り込んだ行動計画を策定して、目標
を達成した場合に助成

₁企業₁回限り
　数値目標達成時　47.5万円〈60万円〉

17−Ⅵ　事業所内保育施設コース

　労働者のための保育施設を事業所内に設置、運営などを行う事業
主・事業主団体に対してその費用の一部を助成
※　平成28年₄月₁日以降、新規申請受付は停止しています

設置費
　設置費用の₂/₃（中小企業以外₁/₃）
　上限2,300万円（中小企業以外1,500万円）

運営費
　年間の₁日平均保育乳幼児１人あたり
　年額45万円（中小企業以外34万円）
　上限1,800万円（中小企業以外1,360万円）

増築は建替え費用の₁/₂（中小企業以外₁/₃）
　増　築：上限1,150万円（中小企業以外750万円）
　建替え：上限2,300万円（中小企業以外1,500万円 )
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Ｇ．人材開発関係の助成金

18　人材開発支援助成金 【労働局】

18−Ⅰ　特定訓練コース◆

　OJT と Off-JT を組み合わせた訓練や若年者に対する訓練、労働
生産性の向上に資するなど訓練効果が高い10時間以上の訓練につい
て助成

①【賃金助成】	 ₁時間あたり760円（中小企業以外380円）

②【訓練経費助成】	 実費相当額の45%（中小企業以外30%）
　※　特定分野認定実習併用職業訓練の場合は60%（中小企業以外45%）

③【ＯＪＴ実施助成】₁時間あたり665円（中小企業以外380円）

【生産性向上助成（※）】
①の場合　₁時間あたり〈200円〉（中小企業以外〈100円〉）
②の場合　実費相当額の〈15%〉（中小企業以外〈15%〉）
③の場合　１時間あたり〈175円〉（中小企業以外〈100円〉）

（※）　訓練開始日の前年度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を満たし
ていた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

18−Ⅱ　一般訓練コース◆

　職務に関連した知識・技能を習得させるための20時間以上の訓練
に対して助成

①【賃金助成】	 ₁時間あたり380円

②【訓練経費助成】	 実費相当額の30%

【生産性向上助成（※）】
①の場合　₁時間あたり〈１00円〉
②の場合　実費相当額の〈15%〉

（※）　訓練開始日の前年度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を満たし
ていた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

18−Ⅲ　教育訓練休暇付与コース◆

　①有給の教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得し
て訓練を受けた場合、もしくは②有給又は無給の長期の教育訓練休
暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に
助成

①の場合
【定額助成】30万円
②の場合
【経費（定額）助成】20万円
【賃金助成（※₁）】₁人₁日あたり6,000円
（※₁）　最大150日分の日額助成とし、雇用する企業全体の被保険者数が100

人未満の企業は₁名分、同100人以上の企業は₂名分を支給対象者数の
上限とし、長期教育訓練休暇の取得期間に、当該休暇を取得する被保
険者に対し所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の額を
支払う事業主のみ助成対象とする

【生産性向上助成】
①の場合	 【定額助成】〈₆万円〉
②の場合（※₂）	 【経費（定額）助成】〈₄万円〉
	 	 【賃金助成】〈1,200円〉

（※₂）　休暇取得開始日の前年度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を
満たしていた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

18−Ⅳ　特別育成訓練コース◆

　有期契約労働者等に対して職業訓練を行った事業主に対して助成

①【Off-JT 賃金助成】₁時間あたり760円（中小企業以外475円）
　【Off-JT 訓練経費助成】実費助成（※₁）

（※₁）　訓練時間数に応じて1人あたり次の額を限度
　【一般職業訓練、有期実習型訓練】
　　　20時間以上100時間未満	 10万円（中小企業以外₇万円）
　　　100時間以上200時間未満	 20万円（中小企業以外15万円）
　　　200時間以上	 30万円（中小企業以外20万円）

②【OJT訓練実施助成】₁時間あたり760円（中小企業以外665円）
　【生産性向上助成（※₂）】
　　①の場合₁時間あたり200円（中小企業以外125円）
　　②の場合₁時間あたり200円（中小企業以外175円）

（※₂）　訓練開始日の前年度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を満た
していた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

18−Ⅴ　建設労働者認定訓練コース◆

　①職業能力開発促進法による認定訓練を行った中小建設事業主ま
たは中小建設事業主団体（※₁）、②雇用する建設労働者に有給で認
定訓練を受講させた中小建設事業主（※₂）に対して助成

（※₁）　広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練助成事業費補助金の
交付を受けた中小建設事業主または中小建設事業主団体に限る

（※₂）　人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓
練コースのいずれかのコース）の支給を受けた中小建設事業主に限る

①の場合
【経費助成】　広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練助成事

業費補助金における補助対象経費の₁/₆

②の場合
【賃金助成】　₁人あたり日額3,800円

②の場合（生産性向上助成（※））
【賃金助成】　₁人あたり日額〈1,000円〉
（※）　訓練開始日の前年度から３年度経過後に申請し、生産性要件を満たし

ていた場合（伸び率が６％以上のみ）に支給
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18−Ⅵ　建設労働者技能実習コース◆

　雇用する建設労働者に有給で技能実習を受講させた建設事業主または建設
事業主団体に対して助成

【経費助成（建設事業主）】
　（20人以下の中小建設事業主）支給対象費用の₃/₄（※₁）
　（21人以上の中小建設事業主）（※₂）
　　３５歳未満　支給対象費用の₇/１０
　　３５歳以上　支給対象費用の₉/２０
　（中小建設事業主以外の建設事業主）支給対象費用の₃/₅（※₃）

（※₁）　被災三県については１０/１０
（※₂）　被災三県については₄/₅
（※₃）　女性の建設労働者に技能実習を受講させた場合に限る

【経費助成（建設事業主）（生産性向上（※₄））】
　支給対象費用の〈₃/２０〉

（※₄）　訓練開始日の前年度から₃年度経過後に申請し、生産性要件を満た
していた場合（伸び率が₆％以上のみ）に支給

【経費助成（建設事業主団体）】
　（中小建設事業主団体）支給対象費用の₄/₅（※₁）
　（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）支給対象費用の₂/₃

（※₃）
【賃金助成】（最長20日間）
　（20人以下の中小建設事業主）₁人あたり日額7,600円（8,360円（※₅））
　（21人以上の中小建設事業主）₁人あたり日額6,650円（7,315円（※₅））

（※₅）　建設キャリアアップシステム技能者情報登録者の場合

【賃金助成】（生産性向上助成（※₄））
　（20人以下の中小建設事業主）₁人あたり日額〈2,000円〉
　（21人以上の中小建設事業主）₁人あたり日額〈1,750円〉

18−Ⅶ　障害者職業能力開発コース

　障害者に対して職業能力開発訓練事業を実施する場合に助成 【施設設置費】支給対象費用の₃/₄
【運　営　費】支給対象費用の₃/₄（重度障害者等は₄/₅）

19　職場適応訓練費 	 【労働局】

　都道府県労働局長の委託を受けて職場適応訓練を実施した事業主
に対して助成
　※　職場適応訓練費は、雇用関係助成金とは異なりますが、事業主拠出の

雇用保険二事業を財源とする制度です

【一般の職場適応訓練（月額）】
　2.4万円（重度の障害者以外）2.5万円（重度の障害者）
【短期の職場適応訓練（日額）】
　960円（重度の障害者以外）1,000円（重度の障害者）

〈雇用関係助成金に関する勧誘にご注意ください。〉
　雇用関係助成金の申請や、助成対象の診断及び受給額の無料査定をするといった記載の
書面を一方的に送付（FAX）することによって助成金の活用を勧誘する業者の情報が寄
せられています。
　厚生労働省や労働局・ハローワークでは、このような勧誘に関与している事実はありま
せんので、十分に御注意ください。
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雇用関係助成金に関する留意事項

雇用関係助成金を受給できない事業主（事業主団体を含む）

◎　平成31年₄月₁日以降に雇用関係助成金を申請し、不正受給（※₁）による不支給決
定又は支給決定の取り消しを受けた場合、当該不支給決定日又は支給決定取消日から₅
年を経過していない事業主。

　　なお、支給決定取消日から₅年を経過した場合であっても、不正受給による請求金（※
₂）を納付していない事業主は、時効が完成している場合を除き、納付日まで申請でき
ません。

※₁　不正受給とは、偽りその他不正行為により本来受けることのできない助成金を受け、また
は受けようとすることをいいます。例えば、離職理由に虚偽がある場合（実際は事業主都
合であるにもかかわらず自己都合であるなど）も、不正受給に当たります

※₂　請求金とは、①不正受給により返還を求められた額、②不正受給の日の翌日から納付の日
まで、年₃％の割合で算定した延滞金、③不正受給により返還を求められた額の20％に相
当する額の合計額です

◎　平成31年₄月₁日以降に申請した雇用関係助成金について、申請事業主の役員等に他
の事業主の役員等として不正受給に関与した役員等がいる場合は、申請することができ
ません（※₃）。

※₃　この場合、他の事業主が不支給決定日又は支給決定取消日から₅年を経過していない場合
や支給決定取消日から₅年を経過していても、不正受給に係る請求金を納付していない場
合（時効が完成している場合を除く）は、申請できません

◎　支給申請した年度の前年度より前の年度の労働保険料を納入していない事業主。

◎　支給申請日の前日から過去₁年間に、労働関係法令の違反を行った事業主。

◎　性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を受託する営業
を行う事業主。

　※　これらの営業を行っていても、接待業務等に従事しない労働者（事務、清掃、送迎運転、
調理など）の雇い入れに係る助成金については、受給が認められる場合があります。また、
雇い入れ以外の助成金についても、例えば旅館事業者などで、許可を得ているのみで接待
営業が行われていない場合や、接待営業の規模が事業全体の一部である場合は、受給が認
められます。なお、「雇用調整助成金」については、性風俗関連営業を除き、原則受給が
認められます

◎　事業主又は事業主の役員等が、暴力団と関わりのある場合。

◎　事業主又は事業主の役員等が、破壊活動防止法第₄条に規定する暴力主義的破壊活動
を行った又は行う恐れがある団体に属している場合。

◎　支給申請日、または支給決定日の時点で倒産している事業主。

◎　不正受給を理由に支給決定を取り消された場合に、都道府県労働局が事業主名等を公
表することについて、同意していない事業主。

上記のいずれかに該当する場合は、全ての雇用関係助成金に共通して受給できません。
また、このほかに各助成金の個別の要件を満たさない場合も受給できません。
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〈雇用関係助成金申請に当たってのご注意〉

事 業 主 の 方 へ

◎　不正受給を行った事業主は、
　①　返還額の20％に相当する額が請求されます。
　②　事業主名等が原則公表されます。

◎　不正に関与した社会保険労務士又は代理人（弁護士を含む）が事業主の申請等を代わっ
て行った場合、助成金の支給対象とならない場合（※₁）があります。

※₁　助成金の支給対象とならない場合とは、不正に関与した社会保険労務士又は代理人（弁護
士を含む）が申請を代わって行う場合です。

◎　訓練（※₂）の実施が要件となっている助成金について、不正に関与した訓練実施者
が行った訓練については、助成金の支給対象とならない場合（※₃）があります。

　　不正に関与した訓練実施者については、厚生労働省ホームページ（「事業主の方のた
めの雇用関係助成金」）に掲載しますので、ご確認ください。

※₂　ここでいう訓練とは、職業訓練、教育訓練など訓練名称の如何を問わず、広く研修等を含
みます

※₃　助成金の支給対象とならない場合とは、不正に関与した訓練実施者が行う訓練計画を立て
て（又は 計画のない場合は訓練を実施して）申請を行う場合です。

◎　「支給要件確認申立書」をご提出ください。「支給要件確認申立書」は申請の都度、提
出する必要があります。

◎　原則として、提出された書類により審査を行います。書類の不備にはご注意ください。

◎　都道府県労働局に提出した支給申請書、添付書類の写しなどは、支給決定されたとき
から₅年間保存しなければなりません。

◎　雇用関係助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消しなどは、行政不服審査法上
の不服申立ての対象とはなりません。

◎　国、地方公共団体（地方公営企業法第₂条の規定の適用を受ける地方公共団体が経営
する企業を除く。）、独立行政法人通則法第₂条第₄項に規定する行政執行法人及び地方
独立行政法人第₂条第₂項に規定する特定地方独立行政法人に対しては、雇用関係助成
金は支給されません。

◎　雇用関係助成金関係書類を郵送する場合は、郵送事故を防ぐため、簡易書留等、必ず
配達記録が残る方法により送付してください。また、申請期限までに到達していること
が必要です。

　　原則として提出された書類により審査を行いますので、書類の不備や記入漏れがない
よう、事前によくご確認ください。なお、助成金申請窓口でのご持参による受付も引き
続き行っています。
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Ⅱ　労働条件等関係助成金のご案内
　職場環境の改善、生産性向上に向けた取組などに、ぜひ、ご活用ください

受給対象となる事業主・申請期間

中小企業事業主の範囲

留　意　事　項

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数
小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下

ま
た
は

50人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下
卸売業 １億円以下 100人以下
その他の業種 ３億円以下 300人以下

◎　労働条件等関係助成金は主に中小企業事業主を対象としています。
◎　各助成金によって申請期間が異なりますのでご注意下さい。なお、対象事業主数は国の予算額

に制約されるため、申請期間中に受付を締め切る場合があります。

◎　中小企業事業主の範囲は、以下のとおりです。

◎　お問い合わせ先は各助成金によって異なりますので詳細版パンフレット等でご確認ください。
　　（ハローワークでは申請を受け付けていないのでご注意下さい。）
◎　偽りその他の不正行為により助成金の交付を受けた場合、交付決定の内容や付された条件に違

反した場合は、助成金の返還を求めることがあります。
　　また、₅年以下の懲役または100万円以下の罰金に処せられることがあります。

労 働 条 件 等 関 係 助 成 金 一 覧
※　助成金の財源は事業主拠出の労災保険料です。ただし、「業務改善助成金」は一般会計、「退職金共済制度に係る新規加入等掛金助

成」は労災保険料と雇用保険料の折半となっています。◆は、生産性要件を付与する助成金です。
※　記載されている内容は概要です。

※₂−Ⅲ　働き方改革推進支援助成金（団体推進コース）も「Ａ．生産性向上等を通じた最低賃金の引上げを支援するための助成金」
に含まれます。

（問い合わせ先）
【労働局】富山労働局　雇用環境・均等室　企画　TEL.076−432-2728　労働基準部　健康安全課　TEL.076-432-2731
その他、各助成金に応じて、働き方改革推進支援センター、テレワーク相談センター、（独）労働者健康安全機構、（独）勤労者退職金共済機構が問い合わせ先となります。

Ａ．生産性向上等を通じた最低賃金の引上げを支援するための助成金

₁　業務改善助成金◆ 【労働局】

　事業場内で最も低い労働者の賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、
生産性向上に資する設備投資等を行う中小企業事業主に対して助成

（₁）　助成率
設備投資等に要した費用の₃/₄〈₄/₅〉（※〈　〉は生産性要件を満たす
場合）
なお、事業場内最低賃金850円未満の事業場で助成対象となった場合は、
設備投資等に要した費用の₄/₅〈₉/１０〉
（₂）　上限額
【25円以上引き上げた場合（事業場内最低賃金850円未満の事業場のみ利用可能）】
引上げ労働者数₁人の場合は25万円、₂～₃人の場合は40万円、₄～₆
人の場合は60万円、₇人以上の場合は80万円
【30円以上引き上げた場合】
引上げ労働者数₁人の場合は30万円、₂～₃人の場合は50万円、₄～₆
人の場合は70万円、₇人以上の場合は100万円
【60円以上引き上げた場合】
引上げ労働者数₁人の場合は60万円、₂～₃人の場合は90万円、₄～₆
人の場合は150万円、₇人以上の場合は230万円
【90円以上引き上げた場合】
引上げ労働者数₁人の場合は90万円、₂～₃人の場合は150万円、₄～
₆人の場合は270万円、₇人以上の場合は450万円
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C．受動喫煙防止対策を支援するための助成金

₃  受動喫煙防止対策助成金 【労働局】

　労働者の健康を保護する観点から、事業場における受動喫煙を防
止するための効果的な措置を講じた事業主に対して助成

（₁）　助成率
　　　₁/₂（措置を講じる事業場が既存特定飲食提供施設の場合、₂/₃）
（₂）　上限額
　　　100万円

Ｂ．労働時間等の設定改善を支援するための助成金

D．産業保健活動を支援するための助成金

₂　働き方改革推進支援助成金 【労働局】

₂−Ⅰ  労働時間短縮・年休促進支援コース

　労働時間の短縮や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に
取組むことを目的として、外部専門家によるコンサルティング、 労務
管理用機器等の導入等を実施し、改善の成果を上げた事業主に対し
て、その経費の一部を助成

（₁）　助成率
　　　₃/₄（事業規模30名以下かつ労働能率の増進に資する設備・
機器等の経費が30万円を超える場合は4/5を助成）

（₂）　上限額
　　　成果目標の達成状況に基づき、最大250万円 （一定要件の場合、
最大490万円）

₂−Ⅱ　勤務間インターバル導入コース

　勤務間インターバル制度を導入することを目的として、外部専門
家によるコンサルティング、労務管理用機器等の導入等を実施し、
改善の成果を上げた事業主に対して、その経費の一部を助成

（₁）　助成率
　　　₃/₄（事業規模30名以下かつ労働能率の増進に資する設備・
機器等の経費が30万円を超える場合は₄/₅を助成）

（₂）　上限額
　　インターバル時間数等に応じて、
　　①　₉時間以上11時間未満　80万円（一定要件の場合、最大320万円）
　　②　11時間以上　100万円（一定要件の場合、最大340万円） など

₂−Ⅲ　団体推進コース

　中小企業の事業主団体において、傘下企業の労働時間短縮や賃金
引上げに向けた生産性向上に資する取組に対して、その経費を助成

（₁）　助成率
　　　定額
（₂）　上限額
　　　500万円
　　　都道府県又はブロック単位で構成する中小企業の事業主団体
（傘下企業数が10社以上）の場合は上限額1,000万円

₂−Ⅳ　テレワークコース 【テレワーク相談センター】

　在宅またはサテライトオフィスにおいて就業するテレワークに取
り組む中小企業事業主に対してその経費の一部を助成

（₁）　助成率
　　　成果目標をすべて達成した場合　₃/₄
　　　成果目標を達成しなかった場合　₁/₂
（₂）　上限額
　　　①　事業の対象労働者₁人あたりの上限額
　　　　　成果目標をすべて達成した場合20万円
　　　　　成果目標を達成しなかった場合10万円
　　　②　₁企業あたりの上限額
　　　　　成果目標をすべて達成した場合150万円
　　　　　成果目標を達成しなかった場合100万円

₄　産業保健関係助成金	 【（独）労働者健康安全機構】

₄−Ⅰストレスチェック助成金

　産業医の要件を備えた医師と契約し、ストレスチェック等を実施
した小規模事業場に対して助成
　①　ストレスチェックの実施に対する助成
　②　ストレスチェック実施後の医師による面接指導・意見陳述に

対する助成

①従業員₁人につき500円を上限として、その実費額
②医師による活動₁回につき21，500円を上限として、その実費額
（一事業場につき年₃回が限度）

₄−Ⅱ　職場環境改善計画助成金

　ストレスチェック実施後の集団分析を踏まえ、
【事業場コース】専門家の指導に基づき、職場環境改善計画を作成・
実施した事業場に対して助成
【建設現場コース】専門家の指導に基づき、職場環境改善計画を作成・
実施した建設現場に対して助成

【事業場コース】
　10万円を上限として、指導費用の実費額（将来にわたって₁回限り）
【建設現場コース】
　10万円を上限として、指導費用の実費額（同一年度同一県内の建
設会社に₁回限り）

₄−Ⅲ　心の健康づくり計画助成金

　メンタルヘルス対策促進員の助言・支援（訪問₃回まで）を受け、
心の健康づくり計画（ストレスチェック実施計画を含む。）を作成し、
計画に基づきメンタルヘルス対策を実施した事業主に対して助成

一律10万円
（一企業につき将来にわたって₁回限り）
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₄−Ⅳ　小規模事業場産業医活動助成金
　小規模事業場が産業医等と契約して産業医活動を実施した事業主に対して
助成

【産業医コース】産業医の要件を備えた医師と産業医活動の全部又は一部を
実施する契約を締結し、実際に産業医活動が行われた場合に助成

【保健師コース】保健師と産業保健活動の全部又は一部を実施する契約を締
結し、実際に産業保健活動が行われた場合に助成

【直接健康相談環境整備コース】産業医契約又は産業保健師契約のいずれか
に、契約した産業医又は保健師に労働者が直接健康相談できる環境を整備す
る条項を含めて締結し、労働者へ周知した場合に助成

₆か月当たり10万円を上限として、その実費額
（一事業場につき将来にわたって₂回限り）

₄−Ⅴ　治療と仕事の両立支援助成金

　労働者の傷病の特性に応じた治療と仕事を両立できる制度の導入
等を行った事業主に対して助成

【環境整備コース】両立支援環境整備計画を策定し、計画に基づき新
たに両立支援制度の導入を行い、かつ、両立支援コーディネーター
を配置した場合に助成

【制度活用コース】両立支援制度活用計画を作成し、計画に基づき両
立支援コーディネーターを活用し、両立支援制度を用いた両立支援
プランを策定し、実際に適用した場合に助成

【環境整備コース】２０万円（₁回のみ）

【制度活用コース】２０万円（₁事業主あたり有期契約労働者₁人、雇
用期間の定めのない労働者₁人の計₂人まで）

₄−Ⅵ　副業・兼業労働者に対する健康確保措置助成金

　事業場が、副業・兼業労働者の健康確保のため、一般健康診断を
実施した場合に助成

副業・兼業労働者₁人につき₁万円を上限として、その実費額、₁
事業場当たり１０万円が上限

E．最新の安全規格に適合するための補助金

₅　既存不適合機械等更新支援補助金 【労働基準局安全衛生部安全課】

　構造規格改正時に設けられた経過措置により最新の構造規格の適
用が猶予され、最新の構造規格に適合しないものを所有する中小企
業等に対して、買換え等に要する費用の一部を助成
①　移動式クレーン構造規格に規定する過負荷防止装置を備えてい
ない既存の移動式クレーン（₃t未満）の改修・買い換え等

②　墜落制止用器具の規格に適合していない既存の安全帯の買い換
え

①　₁機あたり、補助対象経費（買い換え等の経費）と基準額（20万円）
と比較して、少ない方の額の₂分の₁

　（複数の申請があった場合、同一申請者あたりの交付額の合計は30万
円を上限とする）

②　₁本あたり、補助対象経費（買い換えの経費）と基準額（₂万₅千
円）と比較して、少ない方の額の₂分の₁

　（複数の申請があった場合、同一申請者あたりの交付額の合計は50万
円を上限とする。また、補助対象経費の合計が20万円を下回る申請は
不可。経費の下限及び補助額は令和元年度のもの）

F．高齢者の安全衛生確保対策を支援するための補助金

₆　エイジフレンドリー補助金 【労働基準局安全衛生部安全課】

　60歳以上の高齢者を雇用する中小企業事業者を対象に、安全衛生
確保に係る取組について費用の一部を助成
（取組例）
　・高年齢者の特性に配慮した安全衛生教育に係る経費
　・高年齢者に優しい機械設備の導入等に関する経費
　・健康確保のための取組に関する経費

　高齢者の安全衛生確保対策に高い効果が見込まれる取組に係る経費と
200万円を上限とする基準額と比較して、少ない方の額の₂分の₁

G．眼の水晶体が受ける被ばく線量の低減対策を促進するための補助金

₇　被ばく線量低減設備改修等補助金 【厚生労働省ＨＰをご確認ください】

　眼の水晶体が受ける被ばく線量が高い労働者を雇用する者に対し、
当該被ばく線量を低減するための器具を購入して実施する設備改修
等に要する経費の一部を助成

・放射線防護用固定式バリア
・放射線防護用移動式バリア
・放射線防護用カーテン
・放射線防護用術者向け眼鏡
を購入して実施する設備改修等に要する経費と基準額（200万円）とを
比較して少ない方の額の₂分の₁を上限（各申請者からの申請額の総額
が予定額を超えた場合は、器具の種類や購入数の適切さ等に係る審査、
加点基準に基づく加点の配分を行った上で交付決定）
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H．退職金制度の確立等を支援するための助成

₈　中小企業退職金共済制度に係る新規加入等掛金助成 【（独）勤労者退職金共済機構】

₈−Ⅰ　一般の中小企業退職金共済制度に係る掛金助成

　中小企業退職金共済制度に新たに加入する事業主や、既に同制度
に加入している事業主が掛金月額を増額する場合に、その掛金の一
部を助成

【新規加入掛金助成】
（₁）　対象労働者の掛金月額の₁/₂（労働者ごとに上限5,000円）を、

事業主が中退共制度に新たに加入してから₄か月目より₁年間控
除

（₂）　₁週間の所定労働時間が30時間未満の短時間労働者について、
特例掛金月額（掛金月額が2,000円・3,000円・4,000円のいずれか）
が適用されている場合は、（₁）の控除額に、掛金月額が2,000円
の場合は300円、3,000円の場合は400円、4,000円の場合は500円
を上乗せした額をそれぞれ控除

【掛金月額変更掛金助成】
　対象労働者の掛金月額の増額分（増額前の掛金月額と増額後の掛
金月額の差額）の₁/₃の額を、増額した月より₁年間、増額後の掛
金月額の納付額から控除

₈−Ⅱ　建設業退職金共済制度に係る掛金助成

　建設業退職金共済制度に新たに加入する事業主または既に加入し
ている事業主に対して、その掛金の一部を助成

対象労働者が建退共制度の被共済者となった月から12か月相当分の
掛金額（日額310円）の₁/₃（50日分）の納付を免除

₈−Ⅲ　清酒製造業退職金共済制度に係る掛金助成

　清酒製造業退職金共済制度に新たに加入する事業主または既に加
入している事業主に対して、その掛金の一部を助成

対象労働者が清退共制度の被共済者となった月から12か月相当分の
掛金額（日額300円）の₁/₃（60日分）の納付を免除

₈−Ⅳ　林業退職金共済制度に係る掛金助成

　林業退職金共済制度に新たに加入する事業主または既に加入して
いる事業主に対して、その掛金の一部を助成

対象労働者が林退共制度の被共済者となった月から12か月相当分の
掛金額（日額470円）の₁/₃（62日分）の納付を免除
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協同組合富山トラック輸送センターよりこんにちは協同組合富山トラック輸送センターよりこんにちは

組合紹介

　生産から消費に至るまで我々の生活において、物流業は重要な役割を担っており、経済を支える
産業であるともいえます。中でもトラック輸送は国内貨物輸送の₉割を占めており、物流の主役と
もいえます。
　今回は、県内唯一の貨物運送業者の団地組合であり、北陸自動車道富山ＩＣ近く富山市上野で共同
輸送事業をはじめ各種事業を実施している協同組合富山トラック輸送センターさんを紹介します。

◆組合の沿革
　昭和52年₆月、貨物自動車ターミナル等集
団化事業を実施するため、貨物運送業22社に
より組合を設立。国の中小企業高度化資金を
活用し、国道41号線から近く、北陸自動車道富
山ＩＣから南方₁㎞の富山市上野の約24，844
㎡の土地を取得し、団地を造成しました。
　団地が完成した昭和54年より、燃料となる
軽油等の共同購買事業、共同輸送事業、共同
施設の維持管理事業を中心に実施、市街地に
立地していた多くの組合員の運送効率が向上
しました。

◆組合の主な事業
　組合のメイン事業の一つである共同輸送事
業は、荷主から組合が受注を行い、組合員に
配分を行っています。取扱品は製缶等のアル
ミ製品が主となっており、運送先は九州が多
く、北は山形県まで荷物を運んでいます。組
合員の運送効率を高めるため、遠隔地におけ
る帰り便の荷物を手配することもあり、組合
員の売上向上につながっています。
　共同購買事業では主にトラックの燃料とな
る軽油を取り扱っており、市場価格により変
動はありますが、組合員に廉価で安定的に供
給することに努めています。
　また、荷主から預かった荷物を一時保管す
るための₂棟の倉庫を維持管理しています。
設立当初から組合敷地内には第一倉庫（540
㎡）、第二倉庫（₂階建て・₁フロアは1，672㎡）

があります。近年において保管品が増えてき
たこともあり、県内₂～₃ヶ所で倉庫を借り
対応しています。その他、給油施設₄基、組
合事務所管理棟、汚水処理施設等の共同施設
の維持管理を実施しています。
　組合員の資
金繰り支援の
ために実施し
ている金融事
業では、特に
資金が必要と
なる夏・冬の
時期に季節転
貸を行い、組合員の経営の安定化に貢献して
います。
　組合には総務・財務委員会、組合運営委員
会の他、共同事業に応じて委員会があり、各
事業で発生した課題等は各委員会で検討する
等、円滑に事業推進ができるような体制と
なっています。
　また、各共同事業で得られた利益は、毎期
組合員に事業利用分量配当を行い還元してい
ます。

◆今後の取組み
　近年において、ドライバーの安全確保、働
き方改革を推進するため、法律や基準の改正
が順次行われています。組合では、各組合員
に対応していただくため、情報提供を積極的
に実施するほか、普及啓蒙のための研修会を
開催しており、今後も継続的に実施すること
としています。

◆組合概要
　名　　称　協同組合富山トラック輸送センター
　設　　立　昭和52年₆月24日
　所 在 地　富山市上野333番地の₃
　理 事 長　千田　　勲
　組合員数　20社
　TEL 076-429-6200　FAX 076-429-0708第二倉庫

団地内の給油施設
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組合だより

富山県和紙協同組合

一般社団法人富山県繊維協会

動画の一部

研修会場の様子 講師の富永氏

　富山県和紙協同組合では、越中和紙の制作過程を紹介した業界ＰＲ動画を制作しました。当動画
は、本会が令和元年度に実施しました小規模事業者組合対象の取引力強化推進事業を活用したもの
です。
　国の伝統的工芸品の指定を受けた「越中和紙」は五箇山、八尾、蛭谷（下新川郡朝日町）の三産
地を総称したものです。動画では、「越中和紙」の原料となる楮の刈り取りから皮剥ぎ、雪晒し等
から紙漉き、乾燥、絵付けなど製品になるまでの詳細な工程が説明とともに紹介されているほか、
県内の伝統工芸士のインタビューもあり、和紙の魅力を知ることができる内容となっています。

　一般社団法人富山県繊維協会では、₅月28日（木）会員を対象として、講師に株式会社北陸銀行シ
ステム統括部　副部長　富永英司 氏、「ワークスタイルの変革への取組みとＩＴ活用事例」をテー
マに研修会を開催しました。この研修会は本会の特定問題研究会（研修会）事業を活用したものです。
　講師はリモートで説明を行い、会場となった株式会社ゴールドウイン多目的ホールには事務局を
含め12名の出席者があり、各企業から19名がリモートで参加されました。会場内スクリーンには説
明されている講師と資料が映し出され、参加者らは熱心に耳を傾けていました。研修会開催後は、
同じ形式でハイブリッド型による定時総会が行われました。

業界ＰＲ動画を制作しました

リモートにて研修会及び定時総会を開催しました
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　皆様は、「木材の活用」と言えば何をイメージ
されますか？法隆寺に代表される木造建築でしょ
うか？それともおしゃれな木製家具でしょうか？

「木」は日本人の生活、文化、歴史に、身近に寄
り添ってきた循環可能な「資源・素材」です。
　循環型社会の促進や地球温暖化の抑制を目指す
には、木材をたくさん利用する木造住宅を建てて

もらうことが一番ですが、県内には、井波彫刻や庄川の挽物木地などの工芸品を生み出した「匠
の技」を活かした「おしゃれな小物」がたくさんあるのをご存じでしょうか。
　とやまらしい「おわら風の盆」や「チューリップ」などのストラップ、最近では県産ケヤキ
の SDGs バッチ、県産イチョウの木製名札、県産ヒノキのＵＳＢメモリーなど「とやま生まれ、
とやま育ち」の素敵な「とやまクラフト」がたくさんあります。
　「とやま」で生まれ育った木を「とやま」で消費することは、森を豊かに、木材産業を元気に、
木材利用者を心地良くしてくれます。
　大切な人への小さなプレゼントや大事な記念日の贈り物に、ぜひご検討を！
� 【情報提供：富山県木材協同組合連合会】

 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、世界のあらゆる業界、場
所で打撃を受けました。
 身近な娯楽であるテレビ・イベント業界では、密となり得るドラマ撮影や
舞台・映画、コンサート等、各地方で開催される多岐にわたるイベントが中
止もしくは延期予定となりました。このような中で、テレビでは再放送が流
れ、視聴出来なかった番組を録画している人も多いはずです。私もその中の
一人であり、ケーブルテレビの番組も含め、テレビ視聴が自粛期間中の唯一
の楽しみとなりました。
 このウイルス感染により、私たちは自由な行動を規制され、行きたい所があっても考えながら
動かなくてはならなくなりました。私はサッカー観戦が好きですが、無観客開催となり観戦に行
けない状態でありました。
 報道では、世界と日本の関係（貿易・留学・旅行など）・経済・雇用問題、企業倒産や閉鎖・学
生の長期休暇など多方面での変化や変更が報じられています。テレワークや学習形態の変化、一
部ではハンコの電子化、生活面では、給与や賞与の減額、冠婚葬祭形式の簡素化、買い物に行け
ば、受付やレジではビニールで仕切られ、感じの良いものではありません。
 一方で人に対する誹謗中傷が高まり、感謝を忘れてしまった日々。以前のような生活が戻るに
は時間がかかりそうです。これからまだたくさん、解決しなければならない問題はあり、長い道
のりになることが予想されますが、自分に出来ることをやっていくしかありません。

事務局ペンリレー 『生活の変化、新しい様式』

立山町管工事協同組合
職員　松村　陽子 氏

～とやまの木を活用した
お洒落な小物たち～

SDGsバッチ
USBメモリー

木製名札

風の盆
ストラップチューリップアクセサリー

ほっと一息

木製ペン
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元気印青年部・女性部

富山県中小企業レディース連絡会

　₇月20日（月）、とやま自遊館（富山市）に
て、組合女性部懇談会を開催しました。
　懇談会は、組合女性部の活性化を目指し情
報交換と交流促進を図るため開催しているも
ので、富山県中小企業レディース連絡会の昨
年度事業の報告を行ったほか、令和₂年度に
おいて実施する予定の事業内容について協議
しました。
　各組合女性部からは、女性部の現在の活動
状況や今後の活動について報告され、また、
新型コロナ感染症拡大の影響、近年、増加し
ている様々な災害への備えや女性部活動にお
ける課題があげられるなど参加者らは活発に意見交換を行いました。

◦◦◦支店の組合員資格について◦◦◦

組合Q＆Ａ
　このコーナーでは、日ごろ中央会へ多く寄せられる事業協同組合等の運営に関する質問について
回答とともに紹介します。

　小売業を営む者で組合の地区内に支店があって、当該支店は従業員50人以下である。地区外
の本店は従業員50人以上で、しかも資本金が5,000万円を超えている場合、この支店は組合員
資格に疑義があるか。疑義があるとすれば公正取引委員会に届け出る必要があるか。また、そ
の場合の手続き方法は？

　組合員資格に関する使用従業員の数は、本支店合わせたものとされているから、ご質問の場
合明らかに50人を超え、しかも資本金が5,000万円を超えているので、公正取引委員会への届
出が必要である。
　ただし、組合員たる資格は従業員数、資本の額又は出資の総額が絶対的要件でなくその事業
者の資本力、市場支配力、組合の内容等諸般の実情を勘案して判断すべきである。なお、当面
その判定は組合自体が行うことになる。
　なお、公正取引委員会への届出の様式及び内容については、「中小企業等協同組合法第₇条
第₃項の規定による届出に関する規則（昭和39年₂月₇日公正取引委員会規則第₁号）に具体
的に定められている。

Q

A

組合女性部懇談会を開催しました

懇談会の様子
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中央会いんふぉめーしょん

令和₂年度通常総会を開催
　本会では、去る₅月29日（金）に富山商工会議所ビル10階大ホールにおいて、第65回令和
₂年度通常総会を開催し、上程された₆議案全てについて承認され、会長に高田順一氏（富
山国際交流促進事業（協））が再任されました。
　本年度事業計画では、組合支援に係る各般の事業を引き続き実施するほか、新たに防災・
減災の取組みや災害発生時の復旧体制の整備を支援する「中小企業組合強靭化支援事業」
を実施することが決定されました。

役 職 名 氏　　名 所　属 ・ 役　職　名
理事・相談役 黒 田 輝 夫 （協）中央通商栄会理事長
会 長 高 田 順 一 富山国際交流促進事業（協）理事
副 会 長 朝 日 重 剛 富山県印刷（工）会長・理事

〃 増 岡 一 郎 富山県中小企業融合化推進協議会会長
〃 廣 瀬 宏 一 三協アルミ（協）専務理事
〃 津 根 良 孝 富山県機械工業センター連合会会長
〃 渋 谷　　 武 富山県電気工事（工）理事長

専 務 理 事 伊 豆 一 美 富山県中小企業団体中央会　専従
常 任 理 事 中 井 敏 郎 （一社）富山県薬業連合会会長

〃 上 田　　 峻 富山県農業機械商業（協）理事長
〃 平 野 平 幸 富山市第三機械工業センター（協）理事長
〃 齊 藤 靖 弘 富山県豆富（商工）理事長
〃 西 村 亮 彦 富山県木材（協連）会長
〃 村 家　　 博 富山県青果物商業（協連）会長
〃 長 沼 克 博 （協）富山問屋センター理事長
〃 古 木 準 一 富山県陸運事業（協連）会長
〃 上 野 宏 芳 （協）高岡問屋センター理事長
〃 江 下　　 修 富山県中小企業団体中央会事務局長

理 事 荒 木　　 博 富山県醤油味噌工業（協）理事長
〃 石 川 勝 康 富山県製麺（協）理事長
〃 稲 葉 伸 一 富山県建築設計監理（協）理事長
〃 金 山　　 明 黒部機械工業センター（協）理事長
〃 川 合 誠 一 （一社）富山県食品産業協会会長
〃 河 合 幸 弘 富山県電機（商）理事長
〃 川 尻 優 一 富山県水産物商業（協連）会長
〃 川 田 征 利 富山県ニット（工）理事長
〃 坂 井 彦 就 庄川峡観光（協）理事長
〃 酒 井 正 人 富山県生コンクリート（工）理事長
〃 島 津 弘 明 富山企業団地（協）副理事長
〃 谷　　 一 雄 宮野工業団地（協）理事長
〃 谷 口 直 樹 魚津機電工業（協）理事長
〃 中 川 宗 佳 魚津企業団地（協）理事長
〃 橋 爪 宏 昌 富山県商店街振興組合連合会会長
〃 橋 本 雅 雄 富山県自動車車体整備（協）理事長
〃 藤 川 幸 造 富山県管工事業（協連）会長
〃 松 田 治 男 富山県中古自動車販売（商）理事長
〃 道 原 英 克 富山県共同店舗運営協議会会長
〃 室 谷 和 典 富山県中小企業青年中央会会長
〃 山 口 敏 雄 伝統工芸高岡銅器振興（協）理事長
〃 渡 邊 一 三 富山県板金（工）理事長
〃 渡 邊 史 雄 婦中鉄工業団地（協）理事長

監 事 木 谷 松 雄 富山県自転車商業（協）理事長
〃 鈴 木　　 孝 （協）富山のれん会 理事長
〃 田 中　　 均 婦中企業団地（協）理事長
〃 藤 﨑 秀 平 井波彫刻（協）理事長
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令和元年度補正　ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
第₁次・第₂次締切分を採択しました

　本会では、令和元年度補正「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」第1次・
第2次締切分の採択結果を発表しました。
　本事業は、中小企業・小規模事業者が取り組む、生産性向上に資する革新的サービス開
発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支援するもので、全国の
都道府県中小企業団体中央会が地域事務局として業務を行っております。
　₁次締切分については令和₂年₃月10日～₃月31日の期間、2次締切分については令和
₂年₃月31日～5月20日の期間、公募を行い厳正に審査を行った結果、下記の53事業者（₁
次締切分：22事業者、₂次締切分：31事業者）を採択いたしました。

【₁次締切分採択企業一覧】（受付番号順・22社）
　◦有限会社ティアンドエムインダストリー	 ◦有限会社福多屋菓子舗
　◦有限会社タナダ	 ◦玉旭酒造有限会社
　◦株式会社鈴木亭	 ◦モトタニ鉄工建設株式会社
　◦株式会社高岡製作所	 ◦株式会社三幸
　◦トークウィズ合同会社	 ◦株式会社カワキタ
　◦株式会社三稜	 ◦新生薬品株式会社
　◦西森金属株式会社	 ◦株式会社ミズノマシナリー
　◦アースコンサル株式会社	 ◦有限会社北陸瓦板金工業所
　◦株式会社スカイ	 ◦株式会社フルテック
　◦有限会社シモダテクニカル	 ◦有限会社山勝
　◦株式会社アイザック・ユー	 ◦株式会社ニッポンジーンマテリアル 

【₂次締切分採択企業一覧】（受付番号順・31社）
　◦渡辺薬品工業株式会社	 ◦株式会社シュウエイ
　◦ＪＶＳ株式会社	 ◦株式会社小林鍍金工業所
　◦株式会社シマキュウ	 ◦有限会社マルチメディアネットワーク
　◦笹谷工業株式会社	 ◦株式会社吉田印刷所
　◦株式会社清進堂	 ◦有限会社京吉
　◦合同会社ティ・オークル	 ◦株式会社北尾工業
　◦株式会社佐藤アンプル製作所	 ◦ハセガワテック
　◦戸出化成株式会社	 ◦有限会社細川
　◦株式会社タナテック	 ◦有限会社竹島板金工業
　◦株式会社斉藤組	 ◦株式会社ネオテック
　◦有限会社木村パッケージ	 ◦中林畳商会
　◦有限会社田名田板金工業所	 ◦有限会社ファルコン精工
　◦河合塗装工業株式会社	 ◦吉田歯科医院
　◦小林精機株式会社	 ◦株式会社河島建具
　◦株式会社トミイチフーズ	 ◦株式会社三恵ネツト
　◦株式会社天空
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雇用調整助成金等個別相談会を開催しました

WEB 会議システム（Zoom）活用セミナーを開催しました

　全国中小企業団体中央会受託事業 「諸制度改正に伴う専門家派遣等事業」の一環で、令
和₂年₅月21日（木）（富山）～22日（金）（高岡）、₆月18日（木）（富山）～19日（金）（高岡）の
日程で雇用調整助成金等個別相談会を開催しました。富山会場は富山商工会議所ビルにて、
高岡会場は高岡エクールにて開催し、各日各会場₄名の計16名の事業者の皆様にご相談い
ただき、専門家として富山会場は社会保険労務士 蓑輪寿宏 氏（ミノワ社会保険労務士事
務所 代表）、高岡会場は社会保険労務士 坂下裕子 氏（坂下裕子社会保険労務士事務所 代
表）にご対応いただきました。
　雇用調整助成金は経済上の理由により事業
活動の縮小を余儀なくされた事業主が、従業
員の雇用維持を図るために休業を行い、支
払った休業手当の一部に対して助成される制
度です。今般の新型コロナウイルス感染症対
策の一環で雇用調整助成金制度の特例措置が
講じられています。相談者より制度の概要か
ら特例措置の内容、助成対象、申請方法、添
付書類など多岐にわたる質問があり、各専門
家から詳細な説明をいただきました。

　₈月₅日（水）14時～富山県総合情報センター（富山市高田527）にて、株式会社ドモド
モコーポレーション 代表取締役 であり中小企業診断士の遠田幹雄 氏を講師に Web 会議
システム（Zoom）活用セミナーを開催しました。
　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、ビジネスの場面において Zoom などの Web 会議
システムの活用が広まりました。セミナーでは、Zoom を中心にその機能や使い方につい
て詳細な説明がありました。
　なお今回は、本会としては初めてとの試みとなる Zoom でのセミナーのライブ配信も行
い、会場で受講した13名に加えオンラインでも14名が受講しました。

セミナー会場の様子 オンライン受講の画面（講師の遠田氏）

相談会の様子
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富山県中小企業団体中央会　助成事業のご案内

　本会では、県の補助金を受けて、中小企業組合・中小企業を構成員としたグループ等の
組織の活性化や事業運営の円滑化を図るため、各種助成事業を実施しています。
　事業を実施される組合等を募集しておりますので、ぜひご活用ください。

₁．組合特定問題研究会
　（₁）懇談会の開催　
　　　　組合等が抱える当面の諸問題を解決するため、専門家・行政機関・関係団体から

委員を委嘱し、当該問題を解決するために開催するもので、本会と事前に協議しな
がら進めるものです。

　　　　対 象 経 費：専門家等の謝金・旅費、会場費、通信費、資料費　等
　　　　事業費規模：５５千円／回（自己負担なし）

　（₂）研修会の開催
　　　　組合等が抱える当面の諸問題を解決するため、専門家等を招いて、組合員などに

普及させるもので、テーマは、経営全般・税務・労働・異業種交流・新分野進出な
ど幅広く対象とします。

　　　　対 象 経 費：専門家等の謝金・旅費、会場費、通信費、資料費　等
　　　　事業費規模：９８千円／回（自己負担なし）

₂．個別専門指導事業
　（₁）テーマ別
　　　　組合等が抱える法律・税務・会計など諸問題を解決するため、弁護士や税理士等

専門家のアドバイスを受けるものです。

　　　　対 象 経 費：専門家の謝金
　　　　事業費規模：２２千円（補助率₂/₃、自己負担₁/₃）

　（₂）組合別
　　　　組合等が抱える法律・税務・会計など諸問題を解決するため、一定の期間（延べ

１０回）にわたり弁護士や税理士等専門家を派遣して、アドバイスを行うものです。

　　　　対 象 経 費：専門家の謝金・旅費
　　　　指 導 回 数：₁組合等延べ１０回
　　　　事業費規模：２３１千円（補助率₂/₃、自己負担₁/₃）

　ご活用を希望される場合は、貴組合本会担当者又は総務課までご連絡ください。
� ＴＥＬ．０７６－４２４－３６８６
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■富山県からのお知らせ

　富山県では、「とやま中小企業人材育成カレッジ」を開講し、中小企業の経営者、管理者等を対
象としたリーズナブルで質の高い人材養成研修を提供していますので、社員研修や管理者研修に幅
広くご活用ください。
▪今後開催する研修コース

◎成果を出す新規顧客開拓【営業部門の管理者・新任管理者・リーダー】
　【ねらい】本研修では、“新規顧客開拓”で成果をあげるために工夫された営業手法を学び、これ

を戦略的に組織で実現するためのステップを理解した上で、自社用の戦略的営業ツール
を検討、作成していただきます。

［開催日］10月₆日（火）、₇日（水）　各日₉：30～16：30（₂日間）
［受講料］13，200円（税込）　　［定　員］30名　　［申込締切］₉月18日（金）

◎生産現場改善の進め方　【生産現場の管理者・新任管理者・スタッフ】
　【ねらい】本研修を通して、生産現場の管理・改善の基本となる₅Ｓ、目で見る管理、ＩＥ（生産

工学）の考え方と応用方法を身に付けます。自社・自職場における実際の管理・改善に
活かしていけるよう演習や他社事例の紹介も含めて体系的に学びます。

［開催日］10月13日（火）、14日（水）、15日（木）　各日₉：30～16：30（₃日間）
［受講料］19，800円（税込）　　［定　員］30名　　［申込締切］₉月28日（月）

◎女性リーダーのためのステップアップセミナー【女性リーダー・管理者】
　【ねらい】本研修では、女性リーダーとして必要な視点や役割について理解し、活力ある職場づく

りを、さらに推進していくためのコミュニケーションスキル・マネジメントスキルを習
得します。

［開催日］11月10日（火）、11日（水）　各日₉：30～16：30（₂日間）　　
［受講料］13，200円（税込）　　［定　員］30名　　［申込締切］10月26日（月）

◎中堅管理者セミナー【将来の経営幹部候補として期待される方】
　【ねらい】新任管理者から中堅管理者へと脱皮し、より高いマネジメント能力を得るため、その土

台である意識・意欲と組織をまとめる力を向上させることを学び、また、これらを自社
へ波及させていくための自身の行動計画を作成します。

［開催日］12月₁日（火）、₂日（水）、₃日（木）　各日10：00～17：00（₃日間）（初日₉：50～、最終日～17：10）
［受講料］29,000円（税込）　　［定　員］20名　　［申込締切］原則、開催日の約₁か月前まで

◎品質管理の考え方・進め方　【生産現場の管理者・新任管理者・スタッフ】
　【ねらい】本研修では製造現場での品質管理・品質保証の考え方や手法について体系的に学ぶと共

に、演習を通じて日々の品質管理力を維持・向上させるための現場運営力を高めます。
［開催日］10月27日（火）、28日（水）、29日（木）　各日₉：00～16：30（₃日間）
［受講料］19，800円（税込）　　［定　員］30名　　［申込締切］10月12日（月）

◎問題発見・解決力強化セミナー【管理者・新任管理者】
　【ねらい】問題の本質を見極め、的確な解決策を導き出すために必要な手順や思考法を理解したう

えで、自身の職場が抱える問題の解決法やアクションプランの策定に取り組みます。
［開催日］12月₈日（火）、₉日（水）、10日（木）　各日10：00～17：00（₃日間）（初日₉：50～、最終日～17：10）
［受講料］29,000円（税込）　　［定　員］20名　　［申込締切］原則、開催日の約₁か月前まで

◎人とチームが成長する対話力を高める【管理者・新任管理者】
　【ねらい】組織が望む結果を手に入れるための人材育成、課題解決、人間関係づくり、話し合いの

場づくりに役立つ、コーチングの考え方とスキルを学びます。
［開催日］11月19日（木）、20日（金）　各日₉：30～16：30（２日間）　　
［受講料］13，200円（税込）　　［定　員］30名　　［申込締切］11月₂日（月）

◆問合せ：富山県商工会連合会　とやま中小企業人材育成カレッジ事務局（☎076−441−2716）

　研修会場は、すべて富山県中小企業研修センター（富山市赤江町１－７）です。
※申込方法、研修の詳細などは、ホームページをご確認ください。（詳しくは、� ）とやま中小企業人材育成カレッジ 検索

とやま中小企業人材育成カレッジ２０２０　受講生募集！

▪中小企業大学校 金沢キャンパス　サテライト・ゼミ
　中小企業大学校のハイレベルな研修を富山で受講できます！
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　独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構 富山支部では毎年１０月の高年齢者雇用
支援月間に、生涯現役社会の実現に向け、高年齢者が培ってきた知識・経験を有効に活か
す仕組みや、モチベーションの維持・向上を図る工夫などについて、講演や県内事業所の
事例をご紹介する「高年齢者雇用管理セミナー」を開催しています。
　少子高齢化が急速に進展し労働人口が減少していく中、年齢にかかわりなく働ける職場
づくりのヒントを得る機会としていただきたく存じますので、是非、ご参加ください。

▪開催日時：１０月２７日（火）午後₂時から午後₄時３０分まで
▪開催場所：富山県民共済センター サンフォルテ３０７、３０８（富山市湊入船町６－７）
▪内　　容：・講　演
　　　　　　　① ｢改正高年齢者雇用安定法の概要｣ について
　　　　　　　② ｢同一労働同一賃金｣ について
　　　　　　・県内事業所の事例発表（数社）
　　　　　　・その他（機構富山支部からのお知らせ など）
▪定　　員：４５名（予定）
▪参加申込：１０月１３日（火）締切
※本年度はコロナ禍の中、ソーシャルディスタンスを保つため、定員が少なくなって

おります。また、マスクの着用及び会場換気のための防寒対策をお願いいたします。

参加無料
!!

令和₂年度 高年齢者雇用管理セミナー開催のご案内
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65歳超雇用推進助成金のご案内
高年齢者の雇用の安定に資する措置を講じる事業主の方に、国の予算の範囲において、以下の助成金を支給しています。

65歳超継続雇用促進コース

※　₁事業主（企業単位）₁回限りとします。
※　定年引上げと継続雇用制度の導入をあわせて実施した場合の支給額はいずれか高い額のみとなります。

実施した制度 65歳への
定年引上げ

66歳以上への
定年引上げ 定年の

廃　止

66～69歳の
継続雇用への引上げ

70歳以上の
継続雇用への引上げ

引上げた年齢
対象被保険者数 ₅歳未満 ₅歳 ₅歳未満 ₅歳以上 ₄歳未満 ₄歳 ₅歳未満 ₅歳以上

₁～₂人 10万円 15万円 15万円 20万円 20万円 5万円 10万円 10万円 15万円
₃～₉人 25万円 100万円 30万円 120万円 120万円 15万円 60万円 20万円 80万円
10人以上 30万円 150万円 35万円 160万円 160万円 20万円 80万円 25万円 100万円

　就業規則等により65歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止又は希望者全員を対象とする66
歳以上の継続雇用制度の導入のいずれかの措置を実施したこと、当該就業規則の改定等に専門家等
に就業規則の改正を委託し経費を支出したことなど一定の要件に当てはまる事業主に、対象被保険
者数及び定年等を引上げる年数に応じて、以下の額を支給します。

※助成金の受給のためには、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第₈条 及び第₉条第₁項の規定
と異なる定めをしていないことなど、一定の要件を満たす必要があります。 

詳細な要件につきましては、各助成金の「支給申請の手引き」をご確認くださいますようお願いします。

高年齢者評価制度等雇用管理改善コース

（注）その経費が50万円を超える場合は50万円。
　　 なお、企業単位で₁回に限り、経費の額にかかわらず、当該措置の実施に50万円の費用を要したものとみなします。

高年齢者雇用管理整備措置の種類 支給対象経費
イ　高年齢者に係る賃金・人事処遇制度の導入・改善 ◉高年齢者の雇用管理制度の導入等（労働協約又は 就業規則の

作成・変更）に必要な専門家等に対する委託費、コンサルタ
ントとの相談に要した経費

◉上記の経費の他、左欄の措置の実施に伴い必要となる機器、
システム及びソフトウエア等の導入に要した経費（計画実施
期間内の₆か月分を上限とする賃借料 または リース料を含
む）

ロ　労働時間制度の導入・改善
ハ　在宅勤務制度の導入・改善
ニ　研修制度の導入・改善
ホ　専門職制度の導入・改善
ヘ　健康管理制度の導入
ト　その他の雇用管理制度の導入・改善

　認定された雇用管理整備計画に基づき高年齢者雇用管理整備措置を実施した場合の、当該措置の
実施に必要な専門家への委託費等及び当該措置の実施に伴い必要となる機器、システム及びソフト
ウエア等の導入に要した経費を支給対象経費注とし、支給対象経費に60％（中小企業事業主以外は
45％）を乗じた額を支給します。
　なお、生産性要件を満たす事業主の場合は、支給対象経費の75％（中小企業事業主以外は60％）
を乗じた額となります。

高年齢者無期雇用転換コース
　認定された無期雇用転換計画に基づき50歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労
働者に転換させた事業主に対して、対象労働者₁人につき48万円（中小企業事業主以外は38万円）
を支給します。
　なお、生産性要件を満たす場合は対象労働者₁人につき60万円（中小企業事業主以外は48万円）
となります。
　また、対象労働者は₁支給年度（₄月～翌年₃月まで）₁適用事業所あたり10人までとなります。

高齢・障害者業務課　TEL 0766―26―1881

65歳超雇用推進助成金のご案内

←動画はコチラ

この度、当機構ホームページに助成金制度の説明動画を公開いたしました。
各助成金の「支給申請の手引き」とあわせてご確認ください。
https://www.youtube.com/watch?v=Cm9I8srV5jI






